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第１章  設  計  一  般 

 

第１節 設計図面の作成要領（標準） 

 

１－１ 適用範囲 

１）設計図の作成、取扱いについては本要領によるほか、国土交通省「ＣＡＤ製図

基準（案）」、中国地方整備局「調査・設計・測量業務等共通仕様書（及び別添）」

によるものとする。 

２）建設省土木構造物標準設計、中国地方整備局制定の小構造物標準設計図集、そ

の他標準設計図集に収録されている場合は、その呼び名を明示することにより構

造図等を省略することができる。 

３）設計図面は電子複写普通紙を標準とする。 

１－２ 図面の種類 

図面の種類は次の通りとする。 

 1)位 置 図 

2)平 面 図 

3)縦 断 面 図 

4)標準横断面図 

5)横 断 面 図 

6)一般構造図 

7)構造図（詳細図を含む） 

8)そ の 他 

１－３ 図面の大きさ 

図面の大きさのは、Ａ列サイズ （第１類） Ａ１を標準とする。これによりがた

い場合はＡ０またはＡ２～Ａ４とする。 

 

表１－１ 図面の大きさの種類 
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１．図面の大きさはＡ１を標準とするが、インターチェンジ等構造物の形状によっ

ては、Ａ１以外の大きさが適切な場合がある。その場合、図面の大きさは表１－

１によるものとし、選定の優先順位は、第１類、第２類、第３類の順とする。 

  表１－１によらない大きさを使用する場合は、監督職員と協議の上決定する 

こと。 

 

１－４ 図面の正位 

図面は、その長辺を横方向においた位置を正位をとする。但し､高さの大きい構造

物等を示す場合には正位を変えることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１ 長辺を横方向にした配置  図１－２ 長辺を縦方向にした配置 

 

 １．土木製図基準においては､図面の正位は長辺を横方向、または縦方向どちらにお

いてもよいと記載されている。しかし、ＣＡＤ製図基準（案）では、図１－１に

示すように長辺を横方向に置いた位置を正位とする。 

 

１－５ 輪郭と余白 

図面には輪郭を設ける。輪郭線は実線とし、線の太さはＡ0、Ａ1 では 1.4 ㎜、その  

他は1.0㎜とする。 

輪郭外の余白はA0、A1では20㎜以上、その他は10㎜以上とする。 

図面を綴る場合は、綴る側に20㎜以上のとじ代幅を設ける。 
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図１－３ 輪郭外の余白寸法 

１－６ 図面の折りたたみ方法等 

１）図面の折りたたみ後の大きさの標準は、次のとおりとする。 

①工事契約用及び協議用図面    縦 297   ㎜ 横 210㎜ 

②工事設計書添付用図面      縦 148.5㎜ 横 210㎜ 

※設計書添付用及び契約提出用図面は、A3版(1／2縮小)を標準とする。 

 また、添付図面には縮小率を記載すること。 

２）折りたたみの方法は、図面に標題を記入する場合及びゴム印を使用する場合に

かかわらず、常時標題が見えるように折りたたんだ表面に標題を出すこと。 

 

（イ）図面の作成方法 

（1）図面の折りたたみ後の大きさ 

①工事契約用及び協議用図面      ②工事設計書添付用図面 

(契約提出用図面) 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）図面折りたたみ方法 

（折りたたみ後も常時標題が見られるようにすること） 

①工事契約用及び協議用図面      ②工事設計書添付用図面 

(契約提出用図面) 
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１－７ 設計書及び協議書の添付方法 

図面を設計書に添付する方法は、原則として図面袋に入れることを標準とする。 

１）図面袋を設計書につづり込む方法は、各図面の標題に面し左側とする。 

２）添え板の寸法およびつづり込み穴の位置、表紙の大きさは次のとおりとする。 

（イ）電算用設計書及び図面の作成 

（1）設計書（ファイルの大きさはＡ－４横） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）図面袋 

（図面袋については下図を参考とされたい、出来れば布袋が望ましい。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （ロ）協議図の作成 
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１－８ 尺度 

紙に出力した図面の尺度は、共通仕様書に示す尺度を適用する。 

共通仕様書で尺度が明確に定められていない図面（例えば「１：200～１：500、

適宜」などと表現されている図面等）については、土木製図基準に示される尺度の

うち、適当な尺度を用いるものとする。 

１－９ 表題欄 

１）表題欄の位置 

表題欄は、輪郭線の図面の右下隅輪郭に接して記載することを原則とする。 

ただし、平面図、縦断図等で表題欄と図形情報が重なる場合には右下隅に記載

してもよい。 

２）表題欄の様式 

表題欄の寸法及び様式は下図を標準とする。 

１枚の図面に尺度の異なる構造物が複数存在する場合は、代表的な尺度を表題

に記入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－10 図面の彩色方法 

１）図面に表示されているもののうち、一部が施工部分でない場合は、施工部分を

着色し、また、変更設計及び他工事との関連ある場合も色別して、設計部分を明

示すること。 

２）施工部分に着色する色合は、原則として薄朱色又は薄赤色を使用する。 

３）施工済部分は薄黒色とする。 

４）平面図における施工部分の着色は次表のとおりとする。 

 

工   種 色   別 工   種 色   別 

路盤工、堤防 

小 段 天 端 
朱 （薄 色） 

ブロック積（張）

石   積（張）
橙実線 橙ヌリ 

盛土法面、掘削 緑 （薄 色） 集 水 桝 紫実線で□とする 

切土法面、掘削 青 （薄 色） 支 道 、 階 段
赤実線で支道輪郭を

とる 

側 溝 、 水 路 青実線 青色ヌリ 
函渠、床版橋

樋 門 （ 管 ）

茶実線で輪郭をとり

薄着色 

管 渠 紫 実 線  舗 装 朱 （薄 色） 

暗 渠 紫 点 線 歩 道 桃 （薄 色） 

コンクリート擁壁 黄実線 黄色ヌリ 根固、床固工 茶 （薄 色） 

（注） その他については類似工種による。 
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１－11 線種と線の太さ 

 製図に用いる線は、JIS Z8312：1999「製図に用いる線」に準ずる。 

線の種類は原則として実線、破線、一点鎖線、二点鎖線、の４種類とし、用法は

以下によるものとする。 

線  種 外  観 主  な  用  法 

実  線 
 可視部分を示す線、寸法および寸法補助線、引出

線、破断線、輪郭線、中心線 

破   線  見えない部分の形を示す線 

一 点 鎖 線  中心線、切断線、基準線、境界線、参考線 

二 点 鎖 線 
 

 

想像線、基準線、境界線、参考線などで一点鎖線

と区別する必要があるとき。 

線の太さの比率によって細線、太線、極太線の３種類とし、紙に出力する場合の

太さの比率は細線：太線:極太線＝１：２：４とする。 

１－12 設計図面作図要領 

  設計図面記載については、次の事項に注意して行なうものとする。 

１）平 面 図 

（イ）河川の堤防、護岸等は下流を起点として上流に向って追番号とする。 

（ロ）道路は起点から終点に向って追番号とする。 

（ハ）海岸は、海岸名ごとの起点から終点に向って追番号とする。 

（ニ）明示の幅は、工事施工に必要な幅に余裕をもつ幅とする。 

（ホ）平面図には、計画工事箇所附近の現状地形のほか、計画路線、法線及びその

中心観点番号並びに計画構造物等の平面的位置を表示する。 

（へ）平面図中において、現状の地形を表わす主要なる図式記号は、国土地理院の

定めるものによる。 

なお、道路における中心線の表示は次による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平面図は道、府、県、市、郡、町、村、大字、小字等行政区画の名称及び寺

社、学校、官公庁等の主要工作物の名称を記入する。 

 

 



1－1－7 

２）縦断図面 

（イ）道路関係は、曲線、測点番号、距離、追加距離、地盤高、切取高（掘削高）、

盛土高、勾配及び図面内に横断構造物の位置名称、概略構造を図示することを

原則とする。 

（ロ）縦断図面は、平面図と対比できるよう配するものとする。 

（ハ）当該設計工事区間以外も表わしている縦断面にあっては、当該工事の起終点

を表示するものとする。 

（二）道路関係の縦断面図には計画縦断勾配の変位ごとにつき、縦断曲線の延長 

  （Ｌ）及びそのＬ／２、Ｌ／４、各測点の落度、昇度を記入する。 

（ホ）河川沿いの道路縦断図面には、必要に応じ計画高水位、現況河床高、護岸基

礎及び天端高等を併記するものとする。 

（へ）河川関係は下記事項を記載するものとする。着色の凡例は平面図に同じ。 

(1) 測    点 ……… 粁標も併記する。 

(2) 距    離 ……… 区間距離、追加距離 

(3) 地 盤 高 ……… 法線位置、基礎工位置、仮締切位置等 

(4) 水    位 ……… Ｈ．Ｗ．Ｌ、 Ｌ．Ｗ．Ｌ、 Ｄ．Ｈ．Ｗ．Ｌ等 

(5) 計画基準高 ………  計画堤防高、計画河床高等 

(6) 施 工 高 ……… 天端高、基礎工の底高、主要構造物の敷高等 

(7) 構造物の名称 ……… 樋門（管）、橋梁、水門、揚（排）水機等 

(8) 隣接構造物 ……… 記載範囲は当該設計区間のみでなく、隣接堤防     

               (構造物)との関連高さがわかるように上流側、下流

側にそれぞれ 100ｍ程度まで含めて記載すること。 

（ト）道路の路線図面は、平面図と縦断図を一枚の図面に併記することが出来る。 

この場合平面図は、上段、縦断図は下段とする。 

 

（例）道路関係 
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（例）河川関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）標準横断面図 

（イ）標準横断面図は、一断面で図示することが不可能の場合は数断面を記入する。 

（ロ）標準横断面図は、在来地盤の形状、設計断面形状、設計寸法（幅員、高さ及

び各構造物の細部寸法） 、法勾配、使用材料の品質規格及び必要に応じ施工方

法等を表示する。 

（ハ）河川関係及び河川沿いの道路の標準断面図にはＨ．Ｗ．Ｌ及びＬ．Ｗ．Ｌを

記入しなければならない。特に河川関係においては、被災高水位（Ｄ．Ｈ．Ｗ．

Ｌ）、朔望平均満潮位（Ｈ．Ｗ．Ｏ．Ｓ．Ｔ）、朔望平均干潮位(Ｌ．Ｗ．Ｏ．Ｓ．

Ｔ)、最深河床等をその工事に応じて記入しておくこと。 

４）横断図面 

（イ）河川、砂防、ダム、堤防、護岸等は、上流から下流方向を見ること。水制及

び取付道路は起点から終点を見ること。 

（ロ）海 岸 

起点から終点方向を見ること。 

（ハ）道 路 

起点から終点方向を見ること。 
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（ニ）横断面の配置は次図のとおりとする。 

道路関係             河川及び海岸関係 

 

 （ホ）各測点（位置）ごとの横断面には次の例に示す表をつけるものとする。 

 

〔例〕道路関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 〔例〕河川関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｎo. 3  Ｎo. 6  

Ｎo. 2  Ｎo. 5  

Ｎo. 1  Ｎo. 4  

 Ｎo. 1  Ｎo. 4  

Ｎo. 2  Ｎo. 5  

Ｎo. 3  Ｎo. 6  

（寸法：㎜）

（寸法：㎜）
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（へ）横断面に記入を要する事項は次のとおりとする。 

(1) 測点番号 

(2) 中心点（法線）の位置 

(3) 中心線（法線）に直角方向に測定した現在地盤高の状況 

（注） 中心が曲線部にあっては、曲線の切線に直角方向に測定したもの、

また図示範囲は、工事施工計画の左右各５ｍ以上とし、特に河川にあ

ってはできるかぎり長く記入する。 

(4) 計画設計した横断形状 

(5) 高さの基準線及びその高さ（○○ｍ○○） 

(6) 地盤高（○○ｍ○○） 、計画高（○○ｍ○○） 、切取又は掘削断面積（○

○ｍ２○○）及び盛土又は築堤断面積（○○ｍ２○○） 、法長（法長は擁壁、

石張、芝付、法面保護について記入する） 

(7) 官民境界線（一点鎖線で表示） 

(8) 河川関係及び河川沿いの道路の断面図に対しては、Ｈ．Ｗ．Ｌ及びＬ．Ｗ 

．Ｌ（測量時の水位ではない）。 

（ト）盛土部分は構造物を含め朱塗とし、切取又は掘削部分は構造物を含め青塗と

する。 

５）一般構造図 

  一般構造図は重要構造物について作成し、表示する事項は次のとおりとする。 

（イ）構造物の寸法 

（ロ）構造物の主要箇所に対して基準面からの高さ 

（ハ）構造物の一般的形状 

（ニ）基礎の地質柱状図等の調査結果を記入するものとする。 

６）構造詳細図 

（イ）構造図は左上に側面、左下に平面、右上に断面図を描くのを標準とする。 

（ロ）橋梁の側面図は道路の起点側を左方として画くのを標準する。 

（ハ）構造詳細図において表示しなければならない事項はおおむね次のとおりであ

る。 

(1) 断面形状及びその細部寸法 

(2) 鉄筋の配置図及び鉄筋配置寸法、鉄筋加工図 

(3) 鉄筋の種類、番号ごとの数、径、長、重量等の鉄筋表（又は鋼材重量表） 

(4) 構造物の数量表 

(5) 材料の規格、寸法及び溶接方法の記号 

(6) 一般構造図で明示できなかった箇所に対する正面、側面、平面、断面等の

詳細 

(7) その他細部的に表示を必要とする事項 

７）図面整理 

図面は次の順序で追番号をつけて整理する。 

１．位 置 図         ５．横 断 面 図  

２．平 面 図         ６．一般構造図 

３．縦 断 面 図         ７．構造図（詳細図を含む） 

４．標準横断面図         ８．そ の 他 
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第２節 設計数量 

数量の計算方法等については、中国地方整備局監修の「土木工事数量算出要領

（案）」による。 

 

第３節 適用示方書・指針等 

現在での適用示方書・指針等については、種類が非常に多いので、これ等を各

部門別に分類し、その中で関連のある設計図書を抜粋すれば次表のとおりである。

なお、これ等の運用にあたっては、それぞれの目的に合致する設計図書を選定し

なければならない。また、次表には記載されていない労働関係法規・河川・道路

各関係法規等についても遵守しなければならない。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３－１　共　通

番号 名　　　　　　称 発　行　所　名 発行年月

1 建設省土木構造物標準設計 全日本建設技術協会 最　新　版

2 災害復旧工事の設計要領（年度版） 全国防災協会 最　新　版

3 土木工事安全施工技術指針 全日本建設技術協会 Ｈ２９．３

4 土木製図基準　 土木学会 Ｈ２１．２

5 コンクリート標準示方書（設計編） 〃 Ｈ２５．３

6 〃　　　　（施工編） 〃 Ｈ２５．３

7 〃　　　　（ダムコンクリート編） 〃 Ｈ２５．１０

8 〃　　　　（維持管理編） 〃 Ｈ２５．１０

9 〃　　　　（規準編） 〃 Ｈ２５．１１

10 グラウンドアンカー設計･施工基準同解説 地盤工学会 Ｈ２４．５

11 矢板基礎の設計と施工指針 矢板式基礎研究委員会 Ｓ４７．１

12 鋼矢板施工指針 日本港湾協会 Ｓ４４．６

13 土木工事共通仕様書（及び別添） 国土交通省中国地方整備局 最　新　版

14 建設物価 建設物価調査会 〃

15 積算資料 経済調査会 〃

16 日本建設機械要覧 日本建設機械施工協会 〃

17 ＪＩＳ（日本工業規格） 日本規格協会 〃

18
建設工事に伴う騒音振動対策
ハンドブック(第3版)

日本建設機械化協会 Ｈ１３．２

19 日本鋳鉄管協会規格 日本ダクタイル鉄管協会 ―

20 日本水道協会規格 日本水道協会 ―

21 鉄塔構造計算基準・同解説 日本建築学会 Ｓ４１年版

22 建築基礎構造設計指針 〃 Ｈ１３．１０

23 土木施工管理関係法規集　１～３ 新日本法規出版㈱ 最　新　版

24 鋼構造設計規準 日本建築学会 Ｈ１７．９

25 高力ボルト接合設計施工ガイドブック 〃 Ｈ２８．５

26 鉄鋼スラグ路盤設計施工指針 土木研究センター Ｈ２７．３

27
地盤材料試験の方法と解説
　　　　－二分冊の１・２－

地盤工学会 Ｈ２１．１１

28
製鋼スラグを用いたアスファルト舗装
設計施工指針（昭和57年版） 鉄鋼スラグ協会 Ｓ５７．７

29 鋼構造架設設計施工指針(2012年版) 土木学会 Ｈ２４．５

プレストレストコンクリート

工法設計施工指針

31 鉄筋定着・継手指針 〃 Ｈ１９．８

32
鋼繊維補強コンクリート設計施工指針
案

〃 Ｓ５８．３

Ｈ３．４〃30
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３－２　河川関係

番号 名　　　　　　称 発　行　所　名 発行年月

国土交通省河川砂防技術

基準同解説計画編

河川砂防技術基準　調査編

改訂新版　建設省河川砂防技術

基準（案）同解説設計編Ｉ・Ⅱ

河川砂防技術基準

維持管理編（河川編） Ｈ２７．３

維持管理編（ダム編） Ｈ２８．３

維持管理編（砂防編） Ｈ２８．３

5 港湾の施設の技術上の基準・同解説 日 本 港 湾 協 会 Ｈ１９．９

6 港湾要覧 〃 Ｓ５５．９

海岸保全施設の技術上の基準

・同解説

8 海洋鋼構造物設計指針（案）解説 土 木 学 会 Ｓ４８．８

海洋コンクリート構造物設計施工

指針（案）

10 ダム設計基準 日 本 大 ダ ム 会 議 Ｓ５３．８

11 河川改修事業関係例規集 日 本 河 川 協 会 毎年発行

12 海岸関係法令例規集 全 国 海 岸 協 会 〃

ジャケット式鋼製護岸

設計指針（案）

ダム基礎岩盤グラウチングの

施工指針

15 海岸保全施設の技術上の基準 国 交 省 ・ 農 林 省 Ｈ２６．１２

16 仮締切堤設置基準（案）
国土交通省水管理・国土
保 全 局

Ｈ２６．１２

17 堤防余盛基準 〃 Ｓ４４．１

18 ダム基礎地質調査基準 日 本 大 ダ ム 会 議 Ｓ５１．４

19 ダム構造物管理基準 〃 Ｓ６１．５

20 解説　河川管理施設等構造令 日 本 河 川 協 会 Ｈ１２．１

改訂版　砂防設計公式集

（マニュアル）

Ｈ１７．１１
国土交通省水管理・国土
保 全 局

1

7 全 国 海 岸 協 会 Ｈ１６．６

3

Ｈ２６．４
国土交通省水管理・国土
保 全 局

2

国土交通省水管理・国土
保 全 局

4

21 全 国 治 水 砂 防 協 会 Ｓ６１．５

9 〃 Ｓ５１．１２

Ｓ４７．６

Ｓ５２．３13 日 本 港 湾 協 会

14 土 木 学 会

日 本 河 川 協 会 Ｈ９．１０

番号 名　　　　　　称 発　行　所　名 発行年月

33
建設工事公衆災害防止対策要綱の解説 国土開発技術研究セン

ター Ｈ５．２

34 薬液注入工法の設計・施工指針 日本薬液注入協会 元年．６

薬液注入工法による建設工事に

関する暫定指針

36 建設発生土利用技術マニュアル 土木研究センター Ｈ２５．１２

建設副産物適正処理推進要綱の 建設副産物リサイクル

解説 広報推進会議

38 仮設計画ガイドブック(I)(Ⅱ) 全日本建設技術協会 Ｈ２３．３

39
機械式鉄筋定着工法の配筋設計ガイド
ライン

機械式鉄筋定着工法技術
検討委員会

Ｈ２８．７

40

流動性を高めた現場打ちコンクリート
の活用に関するガイドライン

流動性を高めたコンク
リートの活用検討委員会

Ｈ２９．３

41

現場打ちコンクリート構造物に適用す
る機械式鉄筋継手工法ガイドライン

機械式鉄筋継手工法技術
検討委員会

Ｈ２９．３

42

コンクリート橋のプレキャスト化ガイ
ドライン

橋梁等のプレキャスト化
及び標準化による生産性
向上検討委員会

Ｈ３０．６

37 Ｈ１４．１１

35 建設省 Ｓ４９．７



1－1－13 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

番号 名　　　　　　称 発 行 所 名 発行年月

22 発電用水力設備に関する技術基準 経 済 産 業 省 Ｈ２１．３

23 砂防関係法令例規集 全 国 治 水 砂 防 協 会 毎年発行

河川区域内における樹木の

伐採・植樹基準

国 土 技 術 研 究

セ ン タ ー

27 増補 流域貯留施設等技術指針（案） 雨水貯留浸透技術協会 Ｈ１９．４

28 河川土工マニュアル 国土開発技術研究センター Ｈ２１．４

水中不分離性コンクリート

設計施工指針（案）

30 海岸保全計画の手引き 全 国 海 岸 協 会 Ｈ６．３

31 人工リーフの設計の手引き 〃 Ｈ２９．６

32 緩傾斜堤の設計の手引き 〃 Ｈ１８．１

33 離岸堤設計の手引き 建 設 省 河 川 局 Ｓ６１．３

34 人工海浜の設計指針（案） 建 設 省 Ｈ５．２

35 ＭＭＺ計画策定の手引き（案） 建 設 省 土 木 研 究 所 Ｈ４．３

36 実務者のための海岸工学 山 海 堂 Ｈ２．１２

37 現場のための海岸Ｑ＆Ａ選集 全 国 海 岸 協 会 Ｈ６．６

38 新斜面崩壊防止工事の設計と実例 全 国 治 水 砂 防 協 会 Ｈ１９．９

ＰＣフレーム工法設計

・施工の手引き

40 地すべり鋼管杭設計要領 斜面防災対策技術協会 Ｈ１５．６

41 地すべり対策技術設計実施要領 〃 Ｈ１９．１２

42 土石流・流木対策設計技術指針解説 国土技術政策総合研究所 Ｈ１９．３

43 鋼製砂防構造物設計便覧 砂防地すべり技術センター Ｈ２１．９

44 水理公式集 土 木 学 会 Ｈ１１．１１

45 砂防ｿｲﾙｾﾒﾝﾄ設計・施工便覧 砂防地すべり技術センター Ｈ２８．１２

46 林道規定－運用と解説－ 日 本 林 道 協 会 Ｈ２３．８

47 保安林解除の手引 日 本 治 山 治 水 協 会 毎年発行

土地改良事業計画設計基準

（設計農道）

土地改良事業標準設計

第７編　農道

治山技術基準・解説

（総則・山地治山編）

51 砂防流路工の計画と実際 全 日 本 建 設 技 術 協 会 Ｓ５２．８

52 砂防地すべり設計事例 山 海 堂 Ｓ１１．４

53 ダム・堰施設技術基準（案） ダム・堰施設技術協会 Ｈ２８．３

54 ダム・堰施設検査要領（案） 〃 Ｈ２２．１

55 グラウチング技術指針 国 土 交 通 省 Ｈ１５．４

河 川 管 理 技 術 研 究 会

国土開発技術研究センター

24 改訂 ダム貯水池水質調査要領 Ｈ２７．３

26 グラウチング技術指針・同解説 Ｈ１５．７

25 河 川 局 治 水 課 Ｈ１０．６

国土交通省水管理・国土
保 全 局

29 土 木 学 会 Ｈ３．５

39 Ｐ Ｃ フ レ ー ム 協 会 Ｈ２４．９

48 農 林 水 産 省 Ｈ１７．３

49 〃 Ｈ３．３

50 日 本 治 山 治 水 協 会 Ｈ２１．１０

56 〔解説〕工作物設置許可基準 Ｈ１０．１１
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番号 名　　　　　　称 発　行　所　名 発行年月

57 河川堤防設計指針 河 川 局 治 水 課 Ｈ１９．３

58 河川堤防の構造検討の手引き 国土技術研究センター Ｈ２４．２

59 護岸の力学設計法 国土技術研究センター Ｈ１９．１１

土木構造物設計マニュアル(案)

－樋門編－

61 柔構造樋門設計の手引き 国土開発技術研究センター Ｈ１０．１２

62 透過型砂防堰堤技術指針(案) 建 設 省 砂 防 部 砂 防 課 Ｈ１３．１

水 管 理 ・ 国 土 保 全 局

治 水 課

水 管 理 ・ 国 土 保 全 局

治 水 課

水 管 理 ・ 国 土 保 全 局

治 水 課

水 管 理 ・ 国 土 保 全 局

治 水 課

水 管 理 ・ 国 土 保 全 局

治 水 課

Ｈ１３．１２

63 河川構造物の耐震性能照査指針 Ｈ２８．３

67 ドレーン工設計マニュアル Ｈ２５．６

64 河川構造物の耐震性能照査指針・解説 Ｈ２４．２

65 河川堤防の耐震点検マニュアル

66
河川堤防の耐震対策マニュアル（暫定
版）

Ｈ２４．２

Ｈ２８．３

60 国 土 交 通 省

３－３　道路関係

番号 名　　　　　　称 発　行　所　名 発行年月

1 クロソイドポケットブック 日 本 道 路 協 会 Ｓ４９．８

2
増補改訂版 道路の移動等円滑化整備
ガイドライン

国土技術研究センタ－ Ｈ２３．８

3
道路技術基準通達
－基準の変遷と通達－

国 土 交 通 省 道 路 局 Ｈ１４．３

4 道路構造令の解説と運用 日 本 道 路 協 会 Ｈ２７．６

5 道路の交通容量 〃 Ｓ５９．９

6 道路土工要綱 〃 Ｈ２１．６

7 道路土工－仮設構造物工指針 〃 Ｈ１１．３

8 道路土工－カルバート工指針 〃 Ｈ２２．３

9 道路土工－切土工・斜面安定工指針 〃 Ｈ２１．６

10 道路土工－軟弱地盤対策工指針 〃 Ｈ２４．８

11 道路土工－盛土工指針 〃 Ｈ２２．４

12 道路土工－擁壁工指針 〃 Ｈ２４．７

13 盛土の調査・設計から施工まで 地 盤 工 学 会 Ｈ２．７

アスファルト混合所便覧

（平成８年版）

アスファルト舗装工事共通仕様書

解説

インターロッキングブロック イ ン タ ー ロ ッ キ ン グ

舗装維持・修繕マニュアル ブロック舗装技術協会

インターロッキングブロック イ ン タ ー ロ ッ キ ン グ

舗装簡易マニュアル ブロック舗装技術協会

インターロッキングブロック イ ン タ ー ロ ッ キ ン グ

舗装設計施工要領 ブロック舗装技術協会

15 〃 Ｈ４．１２

16 Ｈ２９．４

17 Ｈ２１．１

18 Ｈ２９．３

Ｈ８．１０14 日 本 道 路 協 会
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番号 名称 発行所名 発行年月

コンクリート舗装に関する

技術資料

20 耐流動アスファルト混合物 〃 Ｈ９．１

21 舗装性能評価法 〃 Ｈ２５．４

22 舗装再生便覧 〃 Ｈ２２．１１

23 舗装施工便覧 〃 〃

24 舗装設計施工指針 〃 Ｈ１８．２

25 舗装設計便覧 〃 Ｈ１８．２

26 舗装調査・試験法便覧 〃 Ｈ１９．６

舗装の構造に関する技術基準・

同解説

28
既設道路橋の耐震補強に関する参考資
料

日 本 道 路 協 会 Ｈ９．９

29 近接基礎設計施工要領（案） 建 設 省 土 木 研 究 所 Ｓ５８．６

30 杭基礎設計便覧 日 本 道 路 協 会 Ｈ２７．３

31 鋼管矢板基礎設計施工便覧 〃 Ｈ９．１２

32 鋼橋の疲労 〃 Ｈ９．５

33 鋼道路橋施工便覧 〃 Ｈ２７．３

34 鋼道路橋設計便覧 〃 Ｓ５５．８

35 鋼道路橋防食便覧 〃 Ｈ２６．３

36 鋼道路橋の細部構造に関する資料集 〃 Ｈ３．７

37 鋼道路橋の疲労設計指針 〃 Ｈ１４．３

38 高力ボルトに関する要領・規格集 〃 Ｓ５９．９

39 コンクリート道路橋設計便覧 〃 Ｈ６．２

40 コンクリート道路橋施工便覧 〃 Ｈ１０．１

41 小規模吊橋指針・同解説 〃 Ｓ５９．４

42 耐震設計に関する参考資料 〃 Ｈ２７．３

43 道路橋支承便覧（改訂版） 〃 Ｈ２５．８

道路橋示方書・同解説

（Ｉ共通編 Ⅱ鋼橋・鋼部材編）

道路橋示方書・同解説

（Ｉ共通編 Ⅲコンクリート橋・コンクリート部材編）

道路橋示方書・同解説

（Ｉ共通編 Ⅳ下部構造編）

道路橋示方書・同解説

（Ⅴ耐震設計編）

48 道路橋補修・補強事例集 〃 Ｈ２４．３

49 道路橋補修便覧 〃 Ｓ５４．２

50 道路震災対策便覧（震前対策編） 〃 Ｈ１８．９

51 〃　　　（震災復旧編） 〃 Ｈ１９．３

〃

46

45 〃 〃

〃 〃

47 〃

44

27 〃 Ｈ１３．９

19

〃 Ｈ２９．１１

日 本 道 路 協 会 Ｈ２１．８
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番号 名称 発行所名 発行年月

52 〃　　　（震災危機管理編） 〃 Ｈ２３．２

53 道路橋床板防水便覧 〃 Ｈ１９．３

54 道路橋耐風設計便覧 〃 Ｈ２０．１

プレキャストブロック工法による

プレキャストコンクリートＴげた

道路橋設計・施工指針

国 土 開 発 技 術

研 究 セ ン タ ー

57 シールドトンネル設計・施工指針 日 本 道 路 協 会 Ｈ２１．２

59 道路トンネル安全施工技術指針 日 本 道 路 協 会 Ｈ８．１０

道路トンネル維持管理便覧

（本体工編） Ｈ２７．６

（付属施設編） Ｈ２８．１１

61 道路トンネル観察・計測指針 〃 Ｈ２１．２

道路トンネルにおける非常用施設

（警報装置）の標準仕様

道路トンネル非常用施設

設置基準・同解説

道路トンネル技術基準（換気編）

・同解説

道路トンネル技術基準（構造編）

・同解説

トンネル標準示方書

（開削工法編）・同解説

トンネル標準示方書

（山岳工法編）・同解説

トンネル標準示方書

（シールド工法編）・同解説

69 ロックボルト工法設計指針 高 速 道 路 調 査 会 Ｓ５０．３

グラウンドアンカー設計・

　　　　　　　　　施工基準、同解説

ジオテキスタイルを用いた

補強土の設計施工マニュアル

72
鉄筋コンクリート製プレキャストボッ
クスカルバート道路埋設指針

国土開発技術研究センター Ｈ３．７

73 道路附属物の基礎について 建設省道企発第５２号 Ｓ５０．７

74 のり枠工の設計・施工指針（改訂版） 全国特定法面保護協会 Ｈ２５．１０

補強土(テールアルメ)壁工法設計・

施工マニュアル

70 地盤工学会 Ｈ２４．５

67 〃

Ｈ１５．１１

58

土 木 学 会 Ｈ２８．８

55 〃 Ｈ４．１０

Ｈ２８．８

68 〃 Ｈ２８．８

66

71 土 木 研 究 セ ン タ － Ｈ２５．１２

56 プレビーム合成桁橋設計施工指針 Ｈ９．７

Ｈ１３．１０

建設業労働災害防止協会 Ｈ２４．３

62 建 設 省

ずい道工事等における換気技術指針
（設計及び粉じん等の測定）

Ｓ４３．１２

Ｈ２０．１０

75 土 木 研 究 セ ン タ ー Ｈ２６．８

65 〃

63 日 本 道 路 協 会

64 〃

60 〃
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番号 名称 発行所名 発行年月

ＰＣボックスカルバート

道路埋設指針

77 道路維持修繕要綱 日 本 道 路 協 会 Ｓ５３．７

78
道路環境保全のための道路用地の取得
及び管理に関する基準

建設省 都市局道路局 Ｓ４９．４

79 道路防雪便覧 日 本 道 路 協 会 Ｈ２．５

80
キャブシステム技術マニュアル（案）
解説

開 発 問 題 研 究 所 Ｈ５．８

81 共同溝設計指針 日 本 道 路 協 会 Ｓ６１．３

82 電線共同溝 道路保全技術センター Ｈ７．１１

プレキャストコンクリート

共同溝設計・施工要領（案）

84
景観に配慮した防護柵の整備ガイドラ
イン

国土技術研究センター Ｈ１６．３

85 自転車道等の設計基準解説 日 本 道 路 協 会 Ｓ４９．１０

視覚障害者誘導用ブロック

設置指針・同解説

87 視線誘導標設置基準・同解説 〃 Ｓ５９．１０

88 車両用防護柵標準仕様・同解説 〃 Ｈ１６．３

89 駐車場設計・施工指針同解説 〃 Ｈ４．１１

90 道路反射鏡設置指針 〃 Ｓ５５．１２

91 道路標識設置基準・同解説 〃 Ｓ６２．１

92 道路標識ハンドブック 2012年版 全国道路標識・標示業協会 Ｈ２５．２

93 防護柵の設置基準・同解説 日 本 道 路 協 会 Ｈ２８．１２

94 立体横断施設技術基準・同解説 〃 Ｓ５４．１

95 路面標示設置マニュアル 交 通 工 学 研 究 会 Ｈ２４．１

96 道路緑化技術基準・同解説 日 本 道 路 協 会 Ｈ２８．３

97 落石対策便覧 〃 Ｈ２９．１２

86 〃 Ｓ６０．９

Ｈ３．１０76 国土開発技術研究センター

83 〃 Ｈ６．３



1－1－18 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３－４　電気通信関係

番号 名　　　　　　称 発　行　所　名 発行年月

1 電気設備の技術基準とその解釈 経済産業省 最　新　版

2 高圧受電設備指針 日本電気協会 〃

3 配電規程 〃 〃

4 内線規程 〃 〃

5 道路照明施設設置基準・同解説 日本道路協会 Ｈ１９．１０

道路トンネル非常用施設設置基準

・同解説

ＪＥＣ（日本電気規格調査会

標準規格）

8 ＪＥＭ（日本電気工業会標準規格） 日本電気工業会 〃

9 ＪＩＳ(日本照明器具工業会規格) 日本照明器具工業会 〃

10 ＪＥＬ(日本電球工業会規格) 日本電球工業会 〃

11 ＳＢＡ(日本蓄電池工業会規格) 日本電池工業会 〃

12 ＪＣＳ（日本電裸工業会規格） 日本電線工業会 〃

13 電気通信設備工事共通仕様書 建設電気技術協会 〃

14 電気通信施設標準仕様書 国土交通省 〃

ダム管理用制御処理設備

標準設計仕様書

16 通信用鉄塔設計要領・同解説 建設電気技術協会 平成２５年版

電気通信施設設計要領・同解説

(通信編)

電気通信施設設計要領・同解説

(情報通信システム編)

電気通信施設設計要領・同解説

(電気編)

20 道路・トンネル照明器材仕様書 〃 最新版

光ファイバーケーブル施工要領・

同解説

6 〃 Ｈ１３．１０

7 電気学会 最　新　版

15 国土交通省 Ｈ２８．８

17 建設電気技術協会 平成２９年版

21 〃 平成２５年版

18 建設電気技術協会 平成２９年版

19 建設電気技術協会 平成２９年版
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３－５　機械関係

番号 名　　　　　　称 発　行　所　名 発行年月

1 機械工事共通仕様書（案）
総合政策局公共事業企画
調整課

Ｈ２９．３

2 機械工事完成図書作成要領（案） 総合政策局建設施工企画課 Ｈ１９．３

3 機械工事施工管理基準（案）
総合政策局公共事業企画
調整課

Ｈ２９．３

4 機械工事特記仕様書作成要領(案)
総合政策局公共事業企画
調整課

Ｈ２９．３

5 機械工事塗装要領(案)・同解説 日本建設機械化協会 Ｈ２２．４

6 ダム・堰施設技術基準(案) 国土交通省 Ｈ２８．３

7
（参考）ダム・堰施設技術基準(案)(基
準解説編・マニュアル編)

ダム・堰施設技術協会 Ｈ２３．７

8 水門・樋門ゲート設計要領(案) 〃 Ｈ１３．１２

9 鋼製起伏ゲート設計要領(案) ダム・堰施設技術協会 Ｈ１１．１０

10
ゲート用開閉装置(油圧式)設計要領
(案)

〃 Ｈ１２．６

11
ゲート用開閉装置(機械式)設計要領
(案)

〃 Ｈ１２．８

12 揚排水ポンプ設備技術基準・同解説 河川ポンプ施設技術協会 Ｈ２７．２

13 救急排水ポンプ設備技術指針・解説 〃 Ｈ　６．８

14
ポンプゲート式小規模排水機場設計マ
ニュアル(案)

〃 Ｈ１５．３

15
道路トンネル技術基準(換気編)・同解
説

日本道路協会 Ｈ２０．１０

16
道路トンネル非常用施設設置基準・同
解説

〃 Ｈ１３．１０

17
道路管理施設等設計指針(案)、道路管
理施設等設計要領(案)

日本建設機械化協会 Ｈ１５．７
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第４節 コンクリート構造物の比較案作成にあたっての留意事項 

コンクリート構造物の構築にあたっては、それぞれの現場条件等に応じて現場

打ち、プレキャスト等それぞれのメリットを生かし、適材適所で活用していく必

要がある。 

このため、重要構造物や大型構造物等を対象とする予備設計段階等におけるコ

ンクリート構造物の比較案作成にあたっては、個々の現場条件に応じて、工期等

を考慮のうえ、以下に示すような項目について勘案する。また、これら以外の要

素（工期短縮効果、安全性向上効果、施工性、周辺交通に与える影響、詳細設計

費、維持管理の容易性等）についても、比較計上が可能なものについては、適宜

計上のうえ比較すること。 

 

＜勘案する項目＞ 

・本体工事費 

・仮設工（足場工、土留工、水替工、雪寒施設工（冬期施工が想定される場合。 

雪寒仮囲い等）等）に要する費用 

・（工期を踏まえた）交通管理工（交通誘導警備員等）に関する費用 

・残土処理工（残土処分等）に関する費用 

・構造物の詳細設計に関する費用 

・共通仮設費（比較対象ごとに異なる場合） 

 

＜検討イメージ＞ 
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第２章  土   工   

 

第１節 土及び岩の分類 

 

１－１ 土の分類 

 

 表２－１－１ 土の分類 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）1．土の分類は設計図書又は特記仕様書に明記するものとする。 

2．一般に土砂の名称で表示するが、施工個所の土質が明確な場所は、Ｂ又はＣ

の名称を用いるものとする。 

3．分類名に使われているアルファベット記号の意味は次のとおりである。 

 

Ｇ：レキ（Ｇravel） 

Ｃ：粘度（Ｃlay） 

Ｗ：粒度良好（Ｗell graded） 

Ｐ：粒度不良（Ｐoory graded） 

Ｌ：圧縮性の低い（Ｌow Ｃompressibility） 

Ｈ：圧縮性の高い（Ｈigh Ｃompressibility） 

Ｍ：シルト（Ｓilt,Ｍo） 

Ｏ：有機質土（Ｏrganic） 

 

 

 

 

 

 

 

 

国土交通省 

土木工事 

共通仕様書 

2－3－1 

Ａ Ｂ

礫(Ｇ)

礫質土(ＧＦ)

バケット等に山盛り形
状になりにくいもの。

海岸砂丘の砂
マサ土 砂(Ｓ)

砂(Ｓ)

砂質土(ＳＦ)

シルト(Ｍ)

ローム
シルト(Ｍ)

粘性土
粘性土(Ｃ)

条件の悪いローム シルト(Ｍ)

条件の悪い粘性土 粘性土(Ｃ)

火山灰質粘性土 火山灰質粘性土（Ｖ)
有機質土(Ｏ)

礫の多い砂、礫の多い
砂質土、礫の多い粘性
土

砂質土 及
び砂

砂

砂　質　土
(普通土)

掘削が容易で、バケッ
ト等に山盛り形状にし
易く空げきの少ないも
の。

砂質土、マサ土
粒度分布の良い砂
条件の良いローム

土

礫質土 礫まじり土

礫の混入があって掘削
時の能率が低下するも
の。

粘性土

粘性土

バケット等に付着し易
く空げきの多い状態に
なり易いもの、トラ
フィカビリティが問題
となり易いもの。

高含水比粘性土

バケットなどに付着し
易く特にトラフィカビ
リティが悪いもの

名    　　　称
説　　      　  　　明 摘　　要

Ｃ
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１－２ 岩の分類 

 

 

 

  表２－１－２ 岩の分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）1．岩の分類は、設計図書又は特記仕様書に明記するものとする。 

   2．一般に、岩塊、玉石、軟岩Ｉ、軟岩Ⅱ、中硬岩、硬岩Ｉ、硬岩Ⅱの名称

で表示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国土交通省 

土木工事 

共通仕様書 

1－2－3－1 

Ａ Ｂ

岩塊

玉石

地山弾性波速度

2000～4000ｍ／sec

名    　　　称
説　　      　  　　明 摘　　要

Ｃ

地山弾性波速度
3000ｍ／sec以上

Ⅱ

けい岩、角岩などの石英質に富む岩質で最も硬
いもの。風化していない新鮮な状態のもの。

き裂が少なく、よく密着しているもの。

硬　岩

中　硬  岩

石灰岩、多孔質安山岩のように、特にち密でな
くても相当の固さを有するもの。
風化の程度があまり進んでいないもの。

硬い岩石で間隔30～50㎝程度のき裂を有するも
の。

硬
岩

Ⅰ

花崗岩、結晶片岩等で全く変化していないも

の。

き裂間隔が１ｍ内外で相当密着しているもの。

硬い良好な石材を取り得るようなもの。

指先で離しうる程度のものでき裂の間隔は１～
５㎝くらいのものおよび第三紀の岩石で固結の
程度が良好なもの。

風化が相当進み多少変色を伴い軽い打撃で容易
に割れるもの、離れ易いもので、き裂間隔は５
～10㎝程度のもの。

地山弾性波速度

700～2800ｍ／sec

Ⅱ

凝灰質で堅く固結しているもの。

風化が目にそって相当進んでいるもの。

き裂間隔が10～30㎝程度で軽い打撃により離し
うる程度、異質の硬い互層をなすもので層面を
楽に離しうるもの。

岩

ま
た
は

石

岩塊

玉石

岩塊、玉石が混入して掘削しにくく、バケット
等に空げきのでき易いもの。

岩塊、玉石は粒径7.5㎝ 以上とし、まるみのあ

るのを玉石とする。

軟　岩
軟

岩

Ⅰ

第三紀の岩石で固結の程度が弱いもの。

風化がはなはだしくきわめてもろいもの。

玉石まじり土、岩塊
破砕された岩、
ごろごろした河床
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１－３ 土量の変化率 

土量の変化率については、下記の土量変化率を標準とするが、試験あるいは

過去の実績により、数値の明確なものは極力その値を用いるものとする。 

 

表２－１－３ 土量の変化率(1) 

分  類  名 称 
変化率Ｌ 変化率Ｃ

主 要 区 分 記   号 

レキ質土 

レ  キ 

（ＧＷ）（ＧＰ） 

（ＧＰ 

Ｓ）（Ｇ－Ｍ）

（Ｇ－Ｃ） 

1.20 0.95 

レキ質土 
（ＧＭ）（ＧＣ） 

（ＧＯ） 
1.20 0.90 

砂質土 

及び砂 

砂 

（ＳＷ）（ＳＰ） 

（ＳＰ 

Ｕ）（Ｓ－Ｍ）

（Ｓ－Ｃ）（Ｓ－Ｖ）

1.20 0.95 

砂質土 

(普通土) 

（ＳＭ）（ＳＣ） 

（ＳＶ） 
1.20 0.90 

粘性土 

粘性土 
（ＭＬ）（ＣＬ） 

（ＯＬ） 
1.30 0.90 

高含水比 

粘性土 
（ＭＨ）（ＣＨ） 1.25 0.90 

岩 塊 玉 石  1.20 1.00 

軟 岩 Ⅰ  1.30 1.15 

軟 岩 Ⅱ  1.50 1.20 

中 硬 岩  1.60 1.25 

硬 岩 Ⅰ  1.65 1.40 

注）1．本表は体積（土量）より求めたＬ、Ｃである。 

 

 

（1）土量の変化率の決定にあたっては、現場の土性をよく見極め本表を参考に

して行う。 

（2）竣工途中において上表の変化率に変化があり設計を変更するのが適当と認

められる場合は、適正な資料により改訂することが出来る。 

（3）転石、玉石混り土砂の変化率の決定にあたっては、転石Ｃ＝1.0 として平

均変化率を算定するものとする。 

（4）岩砕と土砂を流用する工事にあたっては変化率の補正を行うものとする。 

（5）統一分類法により分類した土の各土質に応じた変化率は表２－１－３を標

準とする。 

なお、細分し難いときは表２－１－４を使用してもよい。 

（6）求める作業量Ｑと、その算定に用いる土量ｑが同一の土の状態で表わされ

る場合には土量の変化率は１でよいが、異なる場合には表２－１―５に示す

土量の変化率を用いる必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

土木工事標準 

積算基準書 
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表２－１－４ 土量の変化率（2） 

分 類 名 称 
変化率Ｌ 変化率Ｃ 

主 要 区 分 

レ キ 質 土 １．２０ ０．９０ 

砂 質 土 及 び 砂 １．２０ ０．９０ 

粘 性 土 １．２５ ０．９０ 

注）1．本表は体積（土量）より求めたＬ、Ｃである。 

 

 

 

表２－１－５ 土量の変化率の考え方 

求めるＱ 

基準のｑ 
地 山 の 土 量 ほぐした土量 締固めた土量

地 山 の 土 量 １ Ｌ Ｃ 

ほ ぐ し た 土 量 １／Ｌ １ Ｃ／Ｌ 

締 固め後の 土量 １／Ｃ Ｌ／Ｃ １ 

（注）表のＬおよびＣは、土量の変化率で値は土の種類などによって異なる。 
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第２節 片切、片盛、切盛境及び腹付盛土 

 

２－１ 伐 開 

    掘削及び盛土の施工に先だち、伐開除根を行う。 

（1）樹木の伐開は、在来地盤面に近い位置で行う。 

（2）計画路床面下約１ｍ以内にある切株、竹根、その他の障害物は、将来舗装に悪

影響を及ぼす恐れがあるので除去する。なおそれ以外でも、将来舗装に悪影響を

及ぼす恐れのあるものは除去する。 

（3）山間のくぼ地などで、落葉あるいは枯枝などが堆積していて盛土に悪影響を及

ぼす恐れのあるものは除去する。 

（4）土取場では、掘削に先だち草木、切株、竹根などあらかじめ除去する。 

 

伐開除根は、次表を標準として施工するものとする。 

 

表２－２－１ 伐開除根（河川土工・海岸土工・砂防土工） 

 

区    分 
種      別 

雑草・ささ類 倒 木 古根株 立 木

盛 土 箇 所 全 部 根からすきとる 除 去 抜根除去 同 左

 

表２－２－２ 伐開除根（道路土工） 

 

区      分 
種            別 

雑草・ささ類 倒 木 古根株 立 木

盛土工1ｍを超える場合 地面で刈りとる 除 去 根元で切りとる 同 左

盛土工1ｍ以下の場合 根からすきとる 〃 抜根除去 〃 
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２－２ 段 切 

段切は１：４より急な斜面に盛土を実施する場合に行うものとし、標準断面

は図２－２－１のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

図２－２－１ 段切 

 

２－３ 掘削（切土）部、盛土部接続部のすり付け 

片切り、片盛りの接続部には完成後段違いが生じて舗装にき裂などを生じ易

く、その対処方法としてすり付けを行うものとする。 （道路土工－施工指針参

照） 

（1）道路横断方向のすり付け 

図２－２－２に示すすり付け区間を設け、路床の支持力の不連続性を避けるも

のとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２－２ 盛土基礎地盤の段切りおよび切土盛土の接続部（土砂地盤の例） 

 

（2）道路縦断方向のすり付け 

掘削（切土）部盛土部の縦断方向の接続部には、すり付区間を設け路床の支持

力の不連続性を避けるものとする。 

すり付けの標準は図２－２－３とする。 

 

 

 

 

 

図２－２－３ 
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第３章 軟弱地盤対策工 

 

第１節 総 論 

 

１－１ 概 要 

軟弱地盤とは粘性土ないし有機質土からなり含水量の極めて大きな軟弱な地

盤をさす。 

軟弱地盤は線形検討の段階で避けて通るのが普通であるが他の理由で位置が

固定され，どうしても避けることができない時は，必要に応じて道路土工，軟

弱地盤対策工指針等を参考として軟弱地盤対策工を行なわなくてはならない。 

 

１－２ 判定基準等 

軟弱地盤であるか否かは構造物の設計条件との相対的な関係により決まるも

のであるから，一義的に，決めると誤解を招く恐れがあり，明確な判定基準は

現在ないが，構造物を安全に支持しえず，有害な沈下や傾斜を起こすような地

盤を総じて軟弱地盤と判断する。図３－１－１に軟弱地盤の分布地域と地盤の

性状を示す。表３－１－１に，これまでの道路土工で遭遇した軟弱地盤におけ

る自然含水比Wn，自然間隙比en，一軸圧縮強さqu及び標準貫入試験によるＮ

値などの代表的な数値の範囲を泥炭質地盤，粘土質地盤及び砂質地盤に区分し

た。 

また，軟弱地盤の目安について，河川局，旧道路公団における例を表３－１

－２，表３－１－３に示す。 

道路土工に関して問題となるのは，主として盛土や構造物の安定または沈下

であるから，安定または沈下に対する許容値を超過するような地盤については，

表３－１－１にこだわることなく軟弱地盤として取り扱う。逆に安定または沈

下に対して大きい許容値の許せる盛土や構造物が施工される場合には，表３－

１－１に示した砂質地盤や良質の粘土質地盤については軟弱地盤として取扱う

必要はなくなる。 
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表３－１－１ 軟弱地盤の区分と一般的な土質 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－１ 軟弱地盤の分布と成層例 
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表３－１－２ 河川砂防における軟弱地盤（河川） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３－１－３ 高速道路における軟弱地盤の目安 
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１－３ 軟弱地盤の問題点 

軟弱地盤に盛土・構造物を構築した時に，下記に示すように地盤のせん断強

さや支持力の不足等による盛土のすべり破壊や圧密沈下による土工構造物や周

辺地盤等の変形、路面の不陸が生じることがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－４ 軟弱地盤の検討 

一般的に行われる軟弱地盤対策の流れを図３－１－２に示す。軟弱地盤の検

討は，道路土工軟弱地盤対策工指針（改訂された場合は改訂版に準拠）に準拠

する。 

(1) 盛土の安定計算と沈下計算を行うにあたっては，土質調査その他によって収

集された設計・施工のためのデータを整理して，次のような設計条件を求めてお

く必要がある。 

１）地盤条件：軟弱地盤の生成区分，成層状態，排水条件，各層の土質定数（圧

密特性と強度特性など） 

２）施工条件：盛土の形状、工程，盛土材料の土質定数（単位体積重量と強度特

性など）沿道の環境と用地に関する制限 

３）設計目標値：道路の性格などによる許容残留沈下量，最小安全率などの設計

目標値，盛土周辺の施設への隆起・沈下等の許容値（盛土に近接している施設

における，隆起，沈下等の変形量の許容値を定める場合は，関係機関等の定め

る値を参考として決定する。） 
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図３－１－２ 軟弱地盤対策の流れ 

 

 

(2) 必要な土質試験等 

軟弱層の規模（平面的な広がりと深さ）は土質名とサウンディング結果で推定

できるが，盛土の支持力，沈下などの概略予測，対策工法の検討などには次のよ

うな土質試験結果が必要である。 

１）土の判別分類 比重，単位体積重量，含水比，コンシステンシー指数（液性

限界，塑性指数），粒度分布 

２）土の強度特性 一軸圧縮強さ 

３）土の圧密特性 e～log p曲線，圧密係数，圧縮指数 

４）設計計算書など 安定計算，沈下計算の計算書，沈下の実側記録 
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(3) 沈下計算 

載荷重による軟弱地盤の沈下にはいくつかの原因が考えられるが，沈下の大部

分は圧密沈下と考えられる。現在使われている計算方法にしたがって沈下を計算

した場合，全沈下量については，ほぼ満足すべき精度で推定することができるが，

沈下速度については実測値とかなり大きな差を見せる場合が多い。 

１）圧密沈下量 

圧密沈下量Sを計算から推定する場合には，圧密試験で図３－１－３のよう

な荷重Pと間げき比eの関係（e-log p 曲線）を求めて，これを用い次式に

よって計算する。計算は３通りの方法が用いられており，場合によって使い

分ける。 

 

 

 

 

図３－１－３（e-logp曲線） 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここに，eo：e-log p 曲線上で土かぶり圧poに対応する間げき比 

e：e-log p 曲線上で載荷重を加えた後の鉛直圧p＝po＋Δpに対応 

する間げき比 

Ho：圧密される層の厚さ 

mv：体積圧縮係数 

Δp：載荷重によって基礎地盤の土に生じる鉛直方向の増加圧力 

Cc ：圧縮指数（e-log p 曲線より求める） 

 

沈下の計算には上記の３式があるが(2)式は正規圧密粘土用に用いる。(3)式

は mv の値が荷重によって大きく変化するので妥当な値の選定が難しいという欠

点がある。(1)式は計算が簡単で，結果も確からしい値を与えると，考えられ，

一般に用いられている。 

(1)式を用いた計算の手順を簡単に述べる。 

① 土層の区分 

複雑な地盤を同質とみなせるいくつかの代表的な層に区分する。 

② 土かぶり荷重poならびに盛土による鉛直圧の増分Δpを計算する。 

有効応力が問題となるから，地下水以下の土の単位体積重量は土の水中

単位体積重量を用いる。またΔpを求めるためには，盛土荷重などに関し

ては各種の計算図表が発表されているので使用すると便利である。 
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③ 初期間げき比eo，加えられた荷重による圧密終了後の間げき比eを求め

る。 

圧密試験結果のe-log P 曲線（図３－１－３）によってpoに対するeo，

po＋ΔPに対するｅをそれぞれ読みとる。 

④ 沈下量の計算 

①で区分した各層ごとの沈下量を計算して加え合わせる。なお，必要な

場合は盛土によって生じる即時的な沈下量を別に求めて加算する。即時的

な沈下量も求め方にはいろいろな考え方がある。 

２）沈下速度 

圧密沈下の時間経過を求めるためには，盛土荷重によって生じる鉛直応力

に等しい初期間げき水圧が地盤内に発生するものとし，以後排水が鉛直方向

にのみ行われるとする１次元圧密解析の方法が慣用されている。圧密に要す

る時間tは次式で計算される。 

 

 

ここに，t：任意の圧密度Uに達するのに要する時間。 

ただし，圧密度とは 

 

 

 

なお，Uと Tの関係は図３－１－４に示す。 

H：圧密される層の排水距離，圧密の厚さがＨoで下部に砂層があっ 

て両面に排水される条件であれば，Ｈ＝Ｈo/2となる。 

cv：圧密係数で圧密試験によって求める。 

地盤がcvの異なるいくつかの層から成り立っている場合には，あ

る任意の層のcvを基準にとり，他の層をその層に換算して，単一

層として沈下速度を計算する方法が普通取られている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－４ Uと Tの関係 
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(4) 安定計算 

軟弱地盤上に荷重を加えると支持力不足によって破壊を起こす恐れがある。す

べりの形は円形に近いことが多く，円弧すべりを仮定して，安定計算を行い，す

べり破壊の検討を行なう。この検討の方法には全応力法と有効応力法とがあり，

現場に合致すると思われる方法を選んで適用する。安全率は最小1.2～1.25以上

あることが望ましい。ただし，盛土などの工事中はこの値よりいくらか低い値で

も止むをえないものとしている。 

１）全応力法 

安定計算は図３－１－５に示すようにすべり面より上方にある土塊の部分

を鉛直な側面を持つ細片に分割し，次式によって安全率Fsを計算する。 

 

 

 

ここに   c：細片部のすべり面に沿う土の圧密を考慮しない非排水粘 

着力 (kN /㎡)および非排水せん断抵抗角(°)。 

なお，飽和粘土では，φ＝０として計算してもよい。 

c：土の粘着力(kN/m2) 

 φ：土のせん断抵抗角(°) 

l：細片部のすべり面の長さ(ｍ) 

W：細片の土の全重量、載荷重を含む (kN/m) 

u0：静水位時における間隙水圧(kN/m2) 

b：細片の幅(ｍ) 

α：細片部のすべり面平均傾斜角(°)        

 

 

 

危険と思われる仮定すべり面のすべてについてそれぞれ安全率を求め，その中

の最小安全率をとって，盛土のすべり破壊に対する安全率とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－５ 分割法による安定計算 
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 (5) 側方変形 

側方変形は，土層構成，軟弱地盤層厚，盛土形状の規模及び施工方法等の多く

の要因に関連している。側方変形を検討する場合は，実施工における動態観測結

果から地盤の側方変形量を求める経験的な方法等を参考に定める。 

なお，計画盛土に重要構造物などが近接する場合は経験的な手法だけでなく，

有限要素解析，試験盛土などを実施し，当該構造物の安定性を確保することが重

要である。 

盛土と沈下形状と側方への影響についての例として，図３－１－６は一般国道

改良工事等で実際に観測された盛土の沈下形状や側方地盤の隆起，移動，変位の

及ぶ距離を整理したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－６ 盛土の沈下形状と側方へ影響 

 

沈下量St＝C１・S 

側方地盤隆起量：δv＝C１・S 

側方地盤水平移動量：δx＝C２・S 

 

ここに Ｓ：盛土中央における最終全沈下量(ｍ) 

H：軟弱地盤厚(ｍ) 

ｘ：盛土からの水平距離(ｍ) 

 

ただし，図は敷幅30～60ｍ，立ち上がり期間50～200日で施工された道路盛

土の例である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路土工 

軟弱地盤 

対策工指針 

(H24.8）p.153 
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１－５ 対策工法 

軟弱地盤上に盛土した場合，すべり破壊を起す恐れがあるが，施工後大きな

沈下や不等沈下が起る場合これらの障害を取り除くために対策工が必要となる。 

現在使われている軟弱地盤対策工の対策原理と効果を表示すると表３－１－

４のようである。 

 

 

表３－１－４ 軟弱地盤対策工の対策原理と効果

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路土工 

軟弱地盤 

対策工指針 

(H24.8）p.191 
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１－６ 留意事項 

軟弱地盤は，不均質な土質と層構成をしている。基盤の傾斜，載荷に伴う土

質変化や施工条件による影響などが考えられるため，下記について留意するの

が好ましい。 

①施工にあたっては，動態観測を考慮する。設計時の予測挙動と実際の挙動と

の適合性を随時確認しながら必要に応じて設計・施工に反映させる。 

動態観測のために設置する計器は表３ー１－５に示すとおりであるが，一

般工事ではこの中の地表面の沈下計，地表面変位ぐいおよび地表面伸縮計が

よく利用されている。 

 

表３－１－５ 各種動態観測用の計器 

 

②大規模な軟弱地盤で，対策工の選択によっては，工費等に影響があると予測

される場合には，試験盛土を検討・実施する。 
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第２節 各 論 

 

２－１ 深層混合処理工法 

深層混合処理工法は，工期が限られているため，緩速載荷工法等による必要

な強度の増加や載荷重工法による沈下量が得られる見込みがない場合や近接す

る構造物に対し，盛土等による側方変位が重大な影響を与えると考えられる場

合などの適用が考えられるが，採用にあたっては，工期，経済性，施工性等を

十分検討すること。 

道路土工軟弱地盤対策工指針（改訂された場合は改訂版に準拠），陸上工事に

おける深層混合処理工法設計・施工マニュアル等に準拠して設計する。 

(1) 概 説 

深層混合処理工法は，図３－２－１に示すように，機械攪拌式と高圧噴射式

がある。機械攪拌式にはスラリー状の改良材と現地盤の軟弱土を攪拌混合して

改良体を造成するスラリー系と粉体系の改良材を現地盤の軟弱土と直接攪拌し

て改良体を造成する粉体系がある。一方高圧噴射式は高圧の空気，水およびグ

ラウト材で改良範囲の現地盤を粉砕し，切削部分にセメント系改良材を充填あ

るいは改良材と切削土の一部を混合する方法である。 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２－１ 深層混合処理工法の分類 

 

(2) 材 料 

１）改良材 

改良材は，セメント（普通ポルトランドセメント，高炉セメントB種），セ

メント系固化材，石灰から，強度発現，経済性，入手しやすさ等を考慮し，

現場土の配合試験を実施して決定するものとする。 

 

(3) 調 査 

１）室内配合試験 

室内配合試験は，設計段階で実施し，土質別の添加量等の性状を確認して

おく。なお，工事段階でも確認のため室内配合試験は実施する。 

室内配合試験での試料作製は，地盤工学会基準「JGS0821-2000：安定処理

土の締固めをしない供試体作製方法」に準拠して行う。なお，試験試料は改

良範囲内の地盤を代表する各土層より採取する。代表土層の設定は，粘性土，

砂質土，高有機土等の土質区分により行う。 

①試験手順 

試験手順を図３－２－２に示す。 
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図３－２－２ 配合試験の手順 

 

②改良材の添加量 

セメント系では，粘性土の場合で 80 ㎏/ ～200 ㎏/ 程度，砂質土で 80

㎏/ ～300 ㎏/ 程度，有機物含有量の多い特殊土等では 200 ㎏/ ～500 ㎏

/ 程度が多い。工法の特性や過去の試験結果も参考とする。 

③改良材添加量の決定 

図３－２－３のフローより決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２－３ 改良材の添加量決定フロー 

 

④六価クロム溶出試験 

セメント及びセメント系固化材の地盤改良への使用及び改良土の再利用に

関する当面の措置について（平成12年３月24日付建設省技調発第48号）等

関係通達により実施のこと。 

 

(4) 設 計 

１）改良様式の選定 

改良様式は，配置方法（杭式，ブロック式）及び改良地盤の支持方式（良

質な地盤への着底の有無）に分類され，安定性，経済性，施工性等を把握し，

構造物の規模，重要度を考慮して決定するものとする。 
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月) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

深層混合 

処理工法 

設計・施工 

マニュアル 

(平成 16 年 3
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①改良形式 

ア）杭式改良 

杭式改良は改良体をある間隔をおいて矩形または千鳥状に複数打設して

改良地盤を形成する改良形式である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ）ブロック式改良 

ブロック式改良は，所定の改良範囲，深度まで改良体をオーバーラップ

させることにより一体化を図り，構造物下の地盤を全面改良してブロック

状に個結する改良形式である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②改良形式 

ア）着底型 

改良地盤下端を良質地盤に着底させる方式である。 
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イ）浮き型 

改良地盤を良質地盤に着底させず，軟弱地盤の途中にとどめる方式であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）改良仕様の設定 

①材令 

設計に用いる材令は28日強度を標準とする。 

 

②設計基準強度 

設計基準強度は，深層混合処理工法全体では，100～600kN／㎡の実績が多

い。改良地盤の平均せん断強さは，ほぼ改良体のせん断強さと改良率の積で

表されるため，平均せん断強さを等しくする場合，改良体の強度を大きくと

れば小さな改良率でよい。よって，安定対策の場合，設計基準強度を高くと

るほど，改良率が減る。設計基準強度は，過去の実績，改良目的，土質状況，

改良率等を踏まえ設定するものとする。 

 

設計基準強度は，上載荷重が改良体に集中したと仮定して，最低値として

下記計算を目安にすればよい。（図３－２－５） 

 

quck＝Fs・W/ap 

quck：設計基準強度 

ap：改良率 

W：上載荷重＝rE×HE 

Fs：安全率(1.0～1.2) 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２－５ 改良強度と盛土高さ 
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③設計基準強度と室内配合強度 

 

quck＝γ・quf＝γ・λ・qul 

quck：設計基準強度 

qul ：室内配合試験における改良土の一軸圧縮強さの平均値 

quf ：原位置改良土の一軸圧縮強さの平均値 

γ ：現場強度係数 

λ ：現場強度qufの平均値と室内配合強度qulの平均値の比 

γ・λ＝１/３を標準とする。なお，γ，λの値を別途隣接の現場等か

ら推定してもよい。 

 

④改良率 

改良率apは，改良対象面積に占める改良体の割合で表す（図３－２－６）。

すべり破壊を目的とする場合は，改良体間の粘度等のすりぬけ防止より，改

良率は50％程度以上を目安とする。沈下対策では，実績，破壊形態，安定性

等を十分に検討し採用するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２－６ 改良体の配置 

 

aP：（AP/d1・d2)×100 

aP：改良率(%) 

AP：改良体１本の改良面積 

d1・d2：改良体の配置間隔 

 

⑤改良幅 

改良幅(B)は改良長(D)に対して B/D＝0.5～1.0 以上を目安とし，曲げ変形

や滑動が起こらないように，これより小さくならないように設定する。 
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第５章  仮設工 

第１節 共通事項 

 

１－１ 本章で扱う仮設構造物 

１ 土留め 

陸上部で地下構造物等を築造するときに掘削部分を締切って土砂の崩落防止の

ために設ける仮設構造物であり本マニュアルでは 

ａ 親杭横矢板工法 

ｂ 鋼矢板工法 ――――「締切り」にも適用 

ｃ 地中連続壁工法 

を扱う。 

２ 締切り 

水中部及び地下水の存在する陸上部で構造物等を築造するときに締切っておも

に土圧、または水圧もしくはその両方に抵抗させるために設ける仮設構造物であ

り、本マニュアルでは 

ａ 鋼矢板工法 ――――「土留め」にも適用 

ｂ 二重締切り工法 

を扱う。 

３ 路面覆工 

路上交通を確保し、道路下で工事を行なうときに覆工板を敷いた仮設構造物で

ある。 

４ 仮橋 

橋脚にＨ型鋼等を用い、床板に覆工板を敷いて交通の用に供する仮橋であり、

工事専用仮橋及び一般交通に供する仮橋を扱う。 

（解 説） 

山留めを分類とすると次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）二重締切り工法 （自立式）とは河川堤防を開削する工事において、堤防の

かわりに二重締切りを自立させる構造をいう。 

二重締切り工法(切りばり式）とは河川などの中に橋脚等を築造するさいの

仮締切りとして止水性、剛性の大きい二重締切りで行ないその内側に腹起

し、切ばりを設置する構造をいう。 
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１－２ 設計のための事前調査・検討 

調査にあたっては、原則として次の事項について行うものとする。 

１．地盤の調査 

２．地形に関する調査 

３．周辺構造物に関する調査 

４．地下埋設物に関する調査 

５．環境保全に関する調査 

（解 説） 

仮設構造物は、工事中に用いられ工事完了後は撤去されるものであり、本体

構造物構築のため一次的に必要なものであるという観点からともすれば軽視さ

れがちであったが、軟弱地盤地帯、家おく連たん地区、山岳地帯等その施工環

境によっては極めて重要であることを認識し、計画・設計・施工にあたっては

十分な事前調査・検討を行なう必要がある。 

 

(1) 地形に関する調査 

地形に関する調査は以下について行なうものとする。 

１．地形状況 

２．工事用地の状況 

３．河川、湖沼等の状況 

４．資材運搬経路の有無 

（解 説） 

地形状況の調査は、文献や地図等の既存資料および現地踏査等により、地

表面の高低差等を調査するものである。この調査によって、地層構成が単純

であるか複雑であるか、施工上問題となるような土質・地下水が予想される

か否かなどの概略の地盤状況についても知ることができる。 

施工にあたって、建設用重機の待避場所、残土搬出設備の設置場所等の位

置が、施工条件を左右する重要な要素となるため、事前にこれらの対象とな

る用地の位置、広さおよび地権者について十分調査し、用地の確保のために

必要な手段を講じておく必要がある。掘削規模が大きい場合は、工期が長期

化するため、使用期間が長くなることや、市街地中心部付近では用地確保が

難しいことが多いため十分留意する。 

河川、湖沼等の状況調査は、これに近接して施工する場合や、地下水処理

の放流先として利用する場合等に、これらの水文や、舟航、利水状況等を調

査することであり、施工の難易度、環境への影響を把握するものである。 

使用する機械および資材の現場までの運搬経路ならびに現場内の小運搬経

路について、道路の幅員、曲がり角の状態、交通費、橋梁等の制限荷重およ

び通行規制の有無、また海上、河川においては、航行の難易、制限条件等の

調査が必要である。また、現場内においてはトラフィカビリティ等より判断

して、搬入および搬出の手法を講じておく必要がある。 
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(2) 地質・土質・地下水に関する検討 

地質・土質・地下水に関する検討は以下について行なうものとする。 

１．地表近くの地層の支持力 

２．掘削する土の性質 

３．地下水位の高さ 

４．湧水量 

（解 説） 

仮設構造部を設計するために必要な調査は、本体構造物の調査とは重点の

置き方が多少異なり、地表近くの地層の力学的性質・地下水の高さ・湧水量

などが重要な検討事項となる。 

特に軟弱地盤における仮設構造物の設計にあたっては、施工実績等を含め

調査する必要がある。また、安全な施工を確保するため、「 建設工事公衆災

害防止対策要綱」に次のように規定されている。 

（土質調査） 

第42 起業者は、重要な仮設工事を行う場合においては、既存の資料等に

より工事区域の土質状況を確認するとともに、必要な土質調査を行い、その

結果に基づいて土留工の設計、施行方法等の検討を行うものとする。 

（軟弱地盤対策） 

第47 起業者又は施工者は、掘削基盤付近の地盤が沈下、移動又は隆起す

るおそれがある場合においては、土留壁の根入れ長の増加、底切りばりの設

置、地盤改良等適切な措置を講じるとともに、工程及び工法についても安全

が確保できるよう配慮しなければならない。 

 

(3) 周辺構造物に関する調査 

周辺構造物に関する調査は以下について行なうものとする。 

１．基礎の根入れ深さ 

２．基礎形式 

３．仮設構造物と既設構造物の相互関係 

４．荷重の相互影響 

５．工事によって地下水位の低下が予想される場合には、地下水位の低 

下による周辺地盤の圧密沈下の程度 

（解 説） 

周辺構造物の調査、検討にあたっては、大別して二つのタイプに分類する

ことができる。一つは民家、学校、病院などであり、もう一つは、橋台、橋

脚、擁壁などである。 

民家、学校、病院などに近接して仮設構造物を施工する場合には、近隣構

造物が設置されている地質、基礎構造について特に留意した調査が必要であ

り、仮設構造物施工中もしくは施工後において問題が惹起しないよう対策を

講じておくとともに、仮に問題が起きた場合にも対処できるような調査、検

討を行っておく必要がある。 
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橋台などに近接して仮設構造物を施工する場合には、既設構造物がどのよ

うに設計、施工され現在どのような状態になっているかを調査することと、

仮設構造物の施工が既設構造物に及ぼす影響を考慮する必要がある。 

次に仮設構造物構築時に近隣構造物への影響度についての目安を示す。 

また、近隣程度を詳細に判定する必要がある場合は「土木研究所資料集第

2009号・近隣基礎設計施工要領（案）」の判定方法を参考にすると良い。 

 

 

 

 

 

 

図５－１－１ 土留め壁のたわみ変形に起因する影響範囲 

 

 

 

 

 

図５－１－２ 土留め壁の引抜きを行う場合の影響範囲 

ここで、図中のＩ、Ⅱは既製構造物と仮設構造物の近隣程度を工学的に表

わしたものでＩは仮設構造物の施工による地盤変位の影響が及ばないと考え

られる範囲、Ⅱは仮設構造物の施工による地盤変位の影響が及ぶと考えられ

る範囲で、既設構造物がこの範囲にある場合は適切な対策工法を実施すると

同時に施工中における既設構造物、周辺地盤、仮設構造物等の変位、変形の

観測を行わなければならない。 

(4) 地下埋設物に関する検討 

地下埋設物に関する検討は以下について行なうものとする。 

１．地下埋設物の位置 

２．地下埋設物の規模 

３．地下埋設物の構造 

４．地下埋設物の老朽度 

（解 説） 

土留め杭や鋼矢板は、構造物の基礎がしめる部分より外側に打たれるため、

埋設物に関する調査では仮設構造物の規模も考慮する必要がある。過去にお

いて土留Ｈ杭や鋼矢板の打込時にガス管や水道管を破損し大事故となり付近

の住民にも被害をおよぼした例や、既設構造物に近接して土留め杭や鋼矢板

を打設したり掘削して既設の構造物を傾斜させたり沈下を生ぜしめた事故等

を経験しており、これらの事故を完全に防ぐためにも必要な調査である。こ

れらの調査は形式決定の前に埋設物や近接構造物の所有者の台帳、並びに構

造図 
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で調査することはもちろん、不明確な場合には試掘等の現地調査を行なうも

のとする。 

また、施工にあたっては、「 建設工事公衆災害防止対策要領」に規定され

ている各条項を遵守しなければならない。 

(5) 環境保全に関する検討 

家おく連たん地区など、周辺に構造物がある場合は、騒音・振動に対し 

て十分調査・検討しなければならない。 

１．地盤沈下 

２．地下水 

３．騒音・振動 

４．建設副産物対策 

（解 説） 

地盤の状況を事前に確認するとともに、地盤調査資料等により、工事に伴

い予測される地盤沈下の範囲とその程度および影響を事前に検討する。また、

自然沈下のみられる地域においては、工事の影響と自然沈下との違いを把握

するための調査も行う。施工段階では、必要に応じて適切な対策がとれるよ

う、地表面や周辺構造物の変状測定を行い、工事の影響による地盤沈下に注

意する。 

地下水を揚水したり、遮水性の土留め壁を用いて地下水脈を遮断したりす

ると地下水位を変化させることがある。地下水位の低下は、地盤沈下や周辺

の井戸の枯渇をもたらし、周辺住民の生活に大きな影響を与えることもある。

また、薬液注入工法を採用する場合には、地下水の水質に影響を及ぼすこと

がある。したがって、事前に影響が予測される範囲の井戸の位置、深さ、利

用状況、水位および水質等を調査するとともに、水位の既設変動および第三

者による揚水の有無等を調べ、工事中は地下水の状況に注意する。土留め壁

を残置する場合には、それによる地下水への影響についても検討する。なお、

地層構成や地下水の状況によって差異はあるが、この調査は、ほかの調査に

比べ、かなり広範囲の地域を対象に行う必要がある。 

工事による騒音・振動に関しては、市街地では各種の規制が実施されてお

り、学校、病院等の公共施設の周辺では、特に厳しく制限されている。した

がって、規制の有無および内容を熟知しておくとともに、これらの公共施設

の状況を調査する。さらに、施工段階では騒音・振動の計測を行い、周辺環

境への影響を把握する。 

工事により発生する建設副産物については、関連法規を事前に熟知すると

ともに、発生抑制・再利用および適正処理を考慮し処理方法等の検討を行う。 
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１－３ 土質定数 

１ 土の単位体積重量 

仮設構造物設計に用いる土の単位体積重量は原則として土質試験の結果による｡

十分な資料がない場合には表５－１－１を参考にしてよい。 

 

表５－１－１ 土の湿潤単位体積重量 

土  質 密なもの ゆるいもの 

礫 質 土 

砂 質 土 

粘 性 土 

２０（2.0） 

１９（1.9） 

１８（1.8） 

１８（1.8） 

１７（1.7） 

１４（1.4） 

 

慣用法に用いる土圧を設定する場合の地下水位以下にある土の水中単位体積

重量は､土の飽和状態と湿潤状態の単位体積重量の差を1.0kＮ/ｍ3（0.1tf/ｍ3）

と想定し､土の湿潤単位体積重量から 9.0kＮ/ｍ3(0.9tf/ｍ3)を差し引いた値を

用いてよい。 

ボイリングの検討において、地盤の有効重量を計算する場合の土の水中単位 

体積重量は、水の単位体積重量をγw＝10.0kＮ/ｍ3(1.0tf/ｍ3)(ただし、海水

を考慮する場合は、γw＝10.3kＮ/ｍ3(1.03tf/ｍ3)として湿潤単位体積重量から

差し引いた値とする。） 

埋戻し土の単位体積重量は、その材料および締固め方法により異なるため、

実重量を用いることを原則とするが、土圧算定時の目安としては、 γ＝

18kＮ/㎡（1.8tf/㎡）を用いてよい。 

２ 砂質土の強度定数 

砂質土のせん断抵抗各φを室内土質試験から求めるためのサンプリングは

一般に困難であるため、砂質土のせん断抵抗角φはＮ値からの換算式を用いて

求めてもよい。 

φとＮ値の換算式は、式（５－１－１）を用いてよい。 

φ＝ 15Ｎ＋15≦45°（ただしＮ＞５）……………（５－１－１）

砂質土の粘着力は設計上一般に無視する場合が多いが、固結した洪積砂層

および洪積砂礫層の場合､数 10kＮ/ｍ3 の粘着力が認められることがある｡この

ような洪積砂質土層では、当該地域における既往の試験結果等を基に土圧評価お 

いて粘着力を考慮してもよい。 

３ 粘性土の強度定数 

粘性土の粘着力ｃは、乱さない試料を採取し､非圧密非排水状態での三軸圧

縮試験から求めることが望ましい。ただし、沖積層の粘性土は､一般に一軸圧

縮試験から求められた一軸圧縮強度ｑu との間に､ｃ＝ｑu/2 の関係が認められ

ているので､その値を用いてよい。 室内土質試験等の十分な資料がない場合には

表５－１－２に示した値を用いてよい｡沖積層の粘性土地盤では、深さ方向に粘

着力の増加が見られるため､ 設計定数の設定にあたっては､十分に地盤状況を把

握する必要がある。 
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表５－１－２ 粘性土の粘着力とＮ値の関係 

硬さ 
非常に 

軟らかい
軟らかい 中 位 硬 い 

非常に 

硬 い 
固結した

Ｎ値 ２以下 ２～４ ４～８ ８～15 15～30 30以上 

粘着力ｃ 

(kN/㎡(tf/㎡)) 

12以下 

(1.2以下)

12～25 

(1.2～2.5) 

25～50 

(2.5～5.0)

50～100

(5.0～10)

100～200

(10～20)

200以上

(20以上)
 

（解 説） 

(1) １について……設計対象土層が明らかに沖積粘土もしくはシルト層と判定出

来る場合には、その単位体積重量をγ＝16kＮ/ｍ3（1.6tf/ｍ3）

とする。 
 

１－４ 荷  重 

 (1) 荷重の種類 

土留めによる仮設構造物の設計にあたっては以下の荷重を考慮する。 

１．死 荷 重 

２．活 荷 重 

３．衝   撃 

４．土圧および水圧 

５．温度変化の影響 

６．その他の荷重 

（解 説） 

・水圧は、地下水位が低いとき、排水が十分に行なわれる場合は無視できる。 

・地震力については、無視する。 

 

表５－１－３ 荷重の組合せ 

 死荷重 活荷重 衝 撃 土 圧 水 圧
温度変化

の影響
その他

土 
 
留 
 
め 

土留め壁 

根入れ長    ○ ○  

必 
要 
に 
応 
じ 
て 
考 
慮 

支 持 力 ○ ○ ○    

断 面 ○ ○ ○ ○ ○  

腹 起 し 断 面    ○ ○ ○ 

切 ば り 断 面    ○ ○ ○ 

火 打 ち 断 面    ○ ○ ○ 

路面 

覆工 

・ 

仮桟 

橋 

覆工受げた

け た 受 け 

断 面 ○ ○ ○    

た わ み  ○     

中 間 杭 
支 持 杭 

支 持 力 ○ ○ ○    

断 面 ○ ○ ○    

注）腹起しの計算に軸力を考慮する場合 

 

(2) 死 荷 重 

死荷重の算出に用いる単位体積重量は材料の実重量とする。ただし、個々

の重量が不明の場合は表５－１－４の値を用いてよい。 
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表５－１－４ 材料の単位体積重量 

材  料 単位体積重量 材  料 単位体積重量

鋼･鋳鋼 ･鍛鋼

鋳 鉄

鉄 筋 ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ

コ ン ク リ ー ト

77 (7,850) 

71 (7,250) 

24.5(2,500) 

23 (2,350) 

ｾ ﾒ ﾝ ﾄ ﾓ ﾙ ﾀ ﾙ

木 材

ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ 舗 装

 

21 (2,150) 

8.0( 800) 

22.5(2,300) 

覆工板の単位重量として次の値を用いてよい。 

表５－１－５ 覆工板の重量 

種   類 
単位面積当たりの重量 

長さ ２ｍ 長さ ３ｍ 

鋼    製 
2.0kＮ/㎡ 
(200kgf/㎡) 

2.0kＮ/㎡ 
(200kgf/㎡) 

鋼    製 
(ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装付) 

2.5kＮ/㎡ 
(250kgf/㎡) 

2.6kＮ/㎡ 
(260kgf/㎡) 

鋼・ｺﾝｸﾘｰﾄ合成 
2.8kＮ/㎡ 
(280kgf/㎡) 

3.3kＮ/㎡ 
(330kgf/㎡) 

 

(3) 活 荷 重 

仮設構造物に作用する活荷重としては、自動車荷重、群集荷重および建設 

用重機等の荷重を考慮する。また、このほか道路上の工事では換算自動車荷 

重として仮設構造物の範囲外に上載荷重を考慮する必要がある。 活荷重の一 

般的な載荷重状況を図５－１－３に示す。 

（解 説） 

活荷重の載荷状態は図５－１－３の如くする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－１－３ 活荷重の載荷状況 

 

仮設構造物の付近に大きな建造物がある場合はその影響を考慮しなければな

らない。また、仮設用にクレーン等の重機が入る場合は、吊上げ荷重の考慮の

うえ設計するものとする。 
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(4) 自動車荷重等の載荷 

 

１．自動車荷重 

自動車荷重は、「道路橋示方書・同解説Ｉ共通編」 に規定されている図

５－１－４のＴ荷重を用いる。Ａ、Ｂ活荷重の適用は道路橋示方書に準拠

することを基本に存置期間中の大型車の交通状況等を考え、Ａ、Ｂ活荷重

をそれぞれ使い分けるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－１－４ Ｔ荷重 

２．群集荷重 

群集荷重は、「道路橋示方書・同開設Ｉ共通編」 に準拠し、5.0 kＮ/㎡

（500kgf/㎡）の等分布荷重として歩道部に載荷するものとする。 

３．建設用重機の荷重 

建設用重機と吊上げ荷重については、その使用状況に応じて考慮する。 

４．地表面での上載荷重 

土留めの設計においては、仮設構造物の範囲外に原則として 10 kＮ/㎡

（1.0tf/㎡）の上載荷重を考慮する。ただし、自動車、建設用重機および

建築物等が特に土留めに近接し、かつ明らかに10kＮ/㎡（1.0tf/㎡）では

危険側と考えられるときは、別途適切な値を考慮しなければならない。 

５．その他 

仮桟橋等の設計においては、必要に応じて自動車および建設用重機等に

よる水平荷重を考慮する。 

自動車の制動および始動等による水平荷重としては鉛直荷重の10％を、

建設用重機の制動、始動および施工中の作業に伴う水平荷重としては、建

設用重機自重（作業時には吊り荷重を含む）の15％を考慮する。 

（解 説） 

Ｂ活荷重を適用する道路においては、Ｔ荷重によって算出した断面力等

に部材の支間長に応じて表５－１－６に示す係数を乗じたものを用いるも

のとする。ただし、この係数は1.5をこえないものとする。 

一方、Ａ活荷重を適用する道路の自動車荷重については、総重量245kＮ

(25tf)の大型車の通行頻度が比較的低い状態を想定していることから、連

行荷重を考慮するための表５－１－６の係数は適用しない。なお、支間が

15ｍ程度をこえる大規模なもの、また、トラス橋やプレートガーダー橋等、 
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＋ 

ほかの構造形式のものについては、設計荷重、設計法を別途考える必要が 

ある。 

表５－１－６ 設計に用いる係数 

部材の支間長 
Ｌ（ｍ） 

Ｌ≦４ Ｌ＞４ 

係 数 １.０ 
Ｌ     ７ 

32     ８ 

 

(5) 衝 撃 

自動車および建設用重機の荷重には衝撃を考慮する。衝撃係数ｉは支 

間長に関係なく0.3とする。 

（解 説） 

「道路橋示方書・同解説Ｉ共通編」では衝撃係数をｉ＝20/(50＋Ｌ)と規

定しており、スパンＬ＝４～15ｍとするとｉ＝0.31～0.37となる。ｉ＝0.3

とする場合と、ｉ＝0.31～0.37とする場合では、モーメントにして約２～

５％の差であまり影響を与えず、仮設構造物のスパンが限定されているの

で定数で与えてもさしつかえないと考えられる。したがって衝撃係数はｉ

＝0.3とした。 ただし、覆工板は衝動を直接受けるので衝動係数ｉ＝0.4

とする。 

 (6) 土圧および水圧 

１．慣用法に用いる土圧および水圧 

(1) 根入れ長の計算に用いる土圧 

土留めの壁の根入れ長の計算に用いる土圧は、式（５－１－２）およ

び式（５－１－３）により算出する。 

 

Ｐａ＝Ｋａ(Σγｈ＋ｑ)－2ｃ Ｋａ ……………………（５－１－２）

Ｐｐ＝Ｋｐ(Σγｈ’)＋2ｃ Ｋｐ ………………………（５－１－３）

 

ここに、Ｐａ ：主働土圧（ｋＮ/㎡(tf/㎡)） 

Ｐｐ ：受働土圧（ｋＮ/㎡(tf/㎡)） 

Ｋａ ：着目点における地盤の受働土圧係数 

Ｋａ ＝ tan２ 

  (45°－φ/2) 

Ｋｐ ：着目点における地盤の受働土圧係数 

Ｋｐ ＝ tan２ 

  (45°＋φ/2) 

φ  ：着目点における土のせん断抵抗角(度(度)) 

Σγｈ  ：着目点における主働側の有効土かぶり圧(kN/㎡(tf/㎡))

Σγｈ’：着目点における受働側の有効土かぶり圧(kN/㎡(tf/㎡))

γ ：各層の土の湿潤単位体積重量(kＮ/ｍ3(tf/ｍ3))で、地下
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（解 説） 

式（５－１－２）で算出した粘性土の主働土圧では、粘着力の効果によ

り計算上土留めに主働土圧が作用しない場合がある。しかし、実際の工事

における地表面付近では、土留め壁の打込み等の施工に伴う地盤の乱れや

降雨等の影響が考えられるため、粘性土地盤における土圧の下限値として、 

Ｐａ＝0.3γｈの土圧を規定した。 

 

(2) 断面計算に用いる土圧 

土留め壁、腹起し、切ばりの断面計算においては、図５－１－６に示 

す断面決定用土圧を用いることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

図５－１－６ 断面決定用土圧 

 

表５－１－７ 掘削深さＨによる係数 

5.0ｍ≦Ｈ ａ＝１ 

5.0ｍ＞Ｈ＞3.0ｍ 
１

ａ＝   （Ｈ－１） 
４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水位以下は水中単位体積重量を用いる。 

ｈ ：着目点までの主働側の各層の層厚（ｍ(ｍ)） 

ｈ’：着目点までの受働側の各層の層厚（ｍ(ｍ)） 

ｑ ：地表面での上載荷重（kＮ㎡(tf/㎡) 

ｃ ：着目点における土の粘着力（kＮ㎡(tf/㎡) 

ただし、粘性土地盤の主働土圧の下限値は図５－１－５に示すように、 

Ｐａ＝0.3γｈとし､算出した土圧と比較して大きい方を用いるものとする。

ただし、この土圧の下限値には、地表での上載荷重ｑは考慮しなくてもよい。

 

 

 

 

 

 

 

図５－１－５ 粘性土地盤の主働側圧の考え方 
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表５－１－８ 地質による係数 

ｂ ｃ 

砂 質 土 粘 性 土 

２ 
Ｎ＞５ ４ 

Ｎ≦５ ６ 
 

（解 説） 

砂質土地盤の土圧は長方形分布とし､粘性土地盤の土圧は台形分布とする。  

断面決定用土圧は、多数の土圧測定結果を、慣用法に用いることを前提

として整理し得られた見掛けの土圧分布である。適用にあたっては次の事

項に留意する必要がある。 

① 土が過度に攪乱された状態では、土圧は極めて大きくなるため、裏込

め土、埋立て土の場合や、施工中に攪乱されると思われる場合は別途検

討する。 

② 地層が粘性土と砂質土の互層になっている場合は、粘性土の層厚の合

計が地表面から仮想支持点までの地盤の厚さの 50％以上の場合は粘性 

土、50％未満の場合は砂質土の一様地盤と考えてよい。また、地盤種別

が粘性土と判定された場合は、粘性土をＮ値で分類し、Ｎ≦５の層厚の

合計が50％以上の場合を軟らかい粘性土、50％未満を硬い粘性土として

取り扱う。 

③ 土の平均単位体積重量は、地表面から仮想支持点までの間における各

層を考慮し図５－１－７のようにして求める。 

④ 土留め背面には､地表面での上載荷重としてｑ＝10kN/㎡(1.0tf/㎡)を

考慮するが、③で求めた平均単位体積重量γ
―

からｑ/γ
―

（ｍ）の厚さの土

層が地表面より上方に存在するものとして図５－１－８のように換算土

厚として考慮する。 

 

 

 

 

 

 

図５－１－７ 土の平均単位体積重量の求め方 

 

 

 

 

 

 

図５－１－８ 地表面での上載荷重がある場合の土圧 
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(3) 水 圧 

土留めに作用する水圧は静水圧とし、水圧分布は図５－１－９の△ 

ＡＢＣで表わされる三角形分布とする。 

設計水位は一般に水中では設置期間に想定される最高水位とし、陸上

では地下水位とする。 

 

 

 

 

 

 

図５－１－９ 水圧分布 

２．弾塑性法に用いる土圧および水圧 

(1) 静止側圧 

土留め壁に作用する静止側圧は式（５－１－４）および式（５－１－

５）により算出する。 

 

砂質土の場合 Ｐ0＝Ｋ0s(Σγｈ－Ｐｗ2)＋Ｐｗ2 ………（５－１－４） 

粘性土の場合 Ｐ0＝Ｋ0c (Σγｈ)  ……………………（５－１－５） 

 

ここに、Ｐ0 ：静止側圧（kＮ/㎡(tf/㎡)） 

Ｋ0s ：着目点における砂質土の静止土圧係数 

Ｋ0c ：着目点における粘性土の静止側圧係数 

Σγｈ ：着目点における掘削面側地盤の全土かぶり圧（ｋＮ/㎡(tf/㎡)）

ただし、地表面より上に水位がある場合は地表面より上

の水の重量を含む。 

γ :各層の土の湿潤単位体積重量（kＮ/ｍ3(tf/ｍ3)） 

ｈ :着目点までの各層の層厚（ｍ(ｍ)） 

Ｐｗ2 ：着目点における掘削面側の間隙水圧（kＮ/㎡(tf/㎡)） 

砂質土地盤では、地下水位の変動に伴い水圧が変化しやすいこと等か 

ら、土圧と水圧を分離し、その合計によって側圧を求めることとした。 

砂質土の静止土圧係数はヤーキーの式を用い、式(５－１－６)より算出す

る。 

Ｋ0s ＝１－sinφ ………………………………（５－１－６）

 

ここに、φ：土のせん断抵抗角(度(度)) 

 

（解 説） 

粘性土地盤では、一般的に、透水係数が小さいため、地下水位が変動して 
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も粘性土中の水は、しばらくの間保持されるものと考え、土圧と水圧を一

体として求めることとした。粘性土の静止側圧係数は、実測値から推定し

た表５－１－９の値を用いるものとする。 

なお、非常に軟弱な地盤では､Ｋ0cが表５－１－９に示す0.8より大きく

なる場合があるので、Ｋ0cの値の決定にあたっては留意する。 

表５－１－９ 粘性土の静止側圧係数 

Ｎ値 Ｋ0c 

Ｎ≧８ 0.5 

４≦Ｎ＜８ 0.6 

２≦Ｎ＜４ 0.7 

Ｎ＜２ 0.8 

 

(2) 背面側主働側圧 

土留め壁に背面側から作用する主働側圧は砂質土では式(５－１－７)､

粘性土では式（５－１－８）および式（５－１－９）により算出する。 

 

砂質土の場合 ｐa＝Ｋas(Σγｈ＋ｑ－ｐｗ1)－2c  Ｋas ＋ｐｗ1 

…………………………………………………（５－１－７）

粘性土の場合 

掘削面以浅 ｐa＝Ｋac1(Σγｈ＋ｑ)  …………………（５－１－８）

掘削面以深 ｐa＝Ｋac1(Σγｈ1＋ｑ)＋Ｋac2(Σγｈ2)…（５－１－９）

 

ここに、ｐa ：主働側圧（kＮ/㎡(tf/㎡)） 

Ｋas ：着目点における砂質土の主働土圧係数 

Ｋas＝tan２ (45°－φ/2)  

φ ：着目点における土のせん断抵抗角(度(度)) 

Ｋac1：掘削面以浅での着目点における粘性土の主働側圧係数 

Ｋac2：掘削面以深での着目点における粘性土の主働側圧係数 

Σγｈ ：着目点における地盤の全土かぶり圧（kＮ/㎡(tf/㎡)）

Σγｈ1：掘削面以浅での着目点における地盤の全土かぶり圧 

（kＮ/㎡(tf/㎡)） 

Σγｈ2：掘削面以深での着目点における掘削面からの地盤の全土

かぶり圧（kＮ/㎡(tf/㎡)） 

ただし、地表面より上に水位がある場合は、地表面より

上の水の重量を含める。 

γ ：各層の土の湿潤単位体積重量（kＮ/ｍ3(tf/ｍ3)） 

ｈ ：着目点までの各層の層厚（ｍ(ｍ)） 

ｈ1  ：粘性土地盤における掘削面以浅の各層の層厚（ｍ(ｍ)）

ｈ2  ：粘性土地盤における掘削面以深の着目点までの各層の層
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厚（ｍ(ｍ)） 

ｑ ：地表面での上載荷重（kＮ/㎡(tf/㎡)） 

ｐｗ1 ：着目点における間隙水圧（kＮ/㎡(tf/㎡)） 

ｃ ：着目点における土の粘着力（kＮ/㎡(tf/㎡)） 

表５－１－１０ 主働側圧係数（粘性土） 

Ｎ値 
Ｋac1 

Ｋac2 
推定式 最小値 

Ｎ≧８ 0.5－0.01 Ｈ 0.3 0.5 

４≦Ｎ＜８ 0.6－0.01 Ｈ 0.4 0.6 

２≦Ｎ＜４ 0.7－0.025Ｈ 0.5 0.7 

Ｎ＜２ 0.8－0.025Ｈ 0.6 0.8 

ここに、Ｈ：各掘削深さ（ｍ(ｍ)） 

 

（解 説） 

主働側圧も静止側圧と同様に、砂質土については土圧と水圧を分離した

側圧式を、粘性土については土圧と水圧を一体とした側圧式を用いるもの

とした。 

 

(3) 掘削面側受働側圧 

土留め壁の変位に抵抗する受働側圧は式(５－１－10)により算出する。

 

ｐp＝Ｋp(Σγｈ－ｐｗ2) +2c  Ｋp＋ｐｗ2  …………（５－１－10） 

 

ここに、ｐp ：受働側圧（kＮ/㎡(tf/㎡)） 

Ｋp ：着目点における地盤の受働土圧係数 

２

２

cosδ

δ）sinφsin（φ
1－

φcos
＝PＫ  

φ：着目点における土のせん断抵抗角(度(度)) 

δ：土留め壁と地盤との摩擦角(度(度))で、δ=φ/3とする。

Σγｈ：着目点における地盤の全土かぶり圧（kＮ/㎡(tf/㎡)） 

ただし、地表面より上に水位がある場合は､地表面より 

上の水の重量を含む。 

γ ：各層の土の湿潤単位体積重量（kＮ/ｍ3(tf/ｍ3)） 

ｈ ：着目点までの各層の層厚（ｍ(ｍ)） 

ｐｗ2：着目点における間隙水圧（kＮ/㎡(tf/㎡)） 

ただし、粘性土においてはｐｗ2＝０とする。 

ｃ ：着目点における土の粘着力（kＮ/㎡(tf/㎡)） 
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(4) 水 圧 

水圧は、現地の調査に基づき設定することを基本とする。ただし、水

圧の状況が不明確な場合には、以下のように設定してよい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－１－10 砂質土地盤の水圧    図５－１－11 下層地盤に粘性土層がある場合

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－１－12 上層地盤に粘性土層がある場合   図５－１－13 互層地盤の場合 

 

（解 説） 

砂質土地盤における間隙水圧は、土留め壁先端が透水層の場合には背面

側より掘削面側へ地下水が浸透し、土留め壁の下端において背面側と掘削

面側で水圧が等しくなると考えらることから、図５－１－10によることと

してよい。 

また、図５－１－11および図５－１－12に示すように、下層地盤もしく

は上層地盤に粘性土層がある場合の水圧係数Ｋw（Ｋw1､Ｋw2）はＫw1＝Ｋw2

＝1.0としてよい。 

互層の場合の水圧は、一般的に図５－１－13のような水圧分布が考えら

れる。 

 

 (7) 温度変化 

切ばりには、温度変化によって生ずる軸力増加150kＮ(15tf)を考慮する。 
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（解 説） 

１）仮設構造物の切ばり反力は、気温１℃上昇するのに11～12.5 kＮ（1.1

～1.25tf）程度増加するとの報告もある。しかし、夏冬の温度差による軸

力増加は地盤のクリープによって吸収されると考えられるので、設計に考

慮する必要はない。 

２）切ばりを兼ねる腹起し部材には、これを考慮する。 

３）覆工板がある場合にはこれを無視してよい。 

 

１－５ 許容応力度 

 

(1) 許容応力度の設定 

ここで規定した許容応力度は、仮設構造物であることを考慮して、道路橋示

方書等に規定されている常時の許容応力度を1.5倍した値を標準値として示し

たものである。したがって、構造物の重要度、荷重条件、設置期間、交通条件

等によっては、この値を低減するのがよい。 

また、国道などのように交通量が非常に多い迂回路用仮橋の設計においては、

許容応力度を25％割増すことが一般的であるが、交通状況供用期間等を考慮し、

かつ上記の条件を十分検討した上で定める。 

 

(2) 鋼材の許容応力度 

１）構造用鋼材 

一般構造用圧延鋼材（SS400）および溶接構造用圧延鋼材（SM490）の許容

応力度は、「道路橋示方書･同解説Ⅱ鋼橋編」の許容応力度を基準とし、これ

を50％割増したものである。これ以外の鋼種については「道路橋示方書・同

解説Ⅱ鋼橋編」に準拠し、同様に割増すものとする。 

表５－１－１１ 鋼材の許容応力度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土木工事 

仮設設計 

ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ(Ⅱ) 

7.2.2(2) 
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２）鋼矢板 

鋼矢板の許容応力度は、表５－１－12の値とする。 

表５－１－１２ 鋼矢板の許容応力度 

 ＳＹ295 ＳＹ390 軽量鋼矢板 

 

 

曲 げ 引 張 270(2,700) 355(3,600) 210(2,100) 

曲 げ 圧 縮 270(2,700) 355(3,600) 210(2,100) 

 

 

溶 

 

接 

 

部 

 

 

 

 

 

引   張 215(2,200) 285(2,900) 165(1,700) 

圧   縮 215(2,200) 285(2,900) 165(1,700) 

 せ ん 断 125(1,300) 165(1,700) 100(1,000) 

  引   張 135(1,400) 180(1,800) 110(1,100) 

圧   縮 135(1,400) 180(1,800) 110(1,100) 

 せ ん 断 80  (800) 100(1,000) 60  (600) 

 

現場溶接部の許容応力度のうち、建込み前に矢板を横にして下向き姿勢で

良好な施工条件で溶接が可能な場合は、許容応力度を母材の80％程度とした。

現場建込み溶接とは、先行する矢板を打込んでからそれに接続する矢板を鉛

直に建込んだ状態で継手を溶接するもので、変形等の影響が考えられるため、

現場溶接部の許容応力度を母材の50％程度とした。 

 

３）鋼管矢板 

鋼管矢板（ＳＫＹ400、ＳＫＹ490）の許容応力度は表５－１－13の値とする。 

 

表５－１－１３ 鋼管矢板の許容応力度 

 ＳＫＹ400 ＳＫＹ490 

母 

材 

部 

引   張 210（2,100） 280（2,850） 

圧   縮 210（2,100） 280（2,850） 

せ ん 断 120（1,200） 160（1,650） 

溶 接 部 
工場溶剤部は母材と同じ値を用い、現場溶接部は施工条件
を考慮してその80％とする。 

 

４）ＰＣ鋼材 

土留めアンカーに用いるＰＣ鋼材の許容引張力は、「グラウンドアンカー設

計・施工基準、同解説」((社)地盤工学会)に準じ、テンドンの極限荷重の65％

またはテンドンの降伏荷重の80％のうちいずれか小さい値とする。 

 

５）鉄 筋 

鉄筋の許容応力度は直径51mm以下の鉄筋に対して表５－１－14の値とする。 
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溶
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表５－１－１４ 鉄筋の許容応力度 

鉄筋の種類 
ＲＳ235 

ＳＤ295Ａ 
ＳＤ295Ｂ 

ＳＤ345 

引  張 210（2,100） 270（2,700） 300（3,000） 

圧  縮 210（2,100） 270（2,700） 300（3,000） 

 

６）ボルト 

普通ボルトおよび高力ボルトの許容応力度は表５－１－15の値とする。 

 

表５－１－１５ ボルトの許容応力度 

ボルトの種類 応力の種類 許容応力度 備  考 

普通ボルト 
せ ん 断 
支   圧 

135（1,350） 
315（3,150） 

ＳＳ400相当 

高力ボルト 
(Ｆ10Ｔ) 

せ ん 断 
支   圧 

285（2,850） 
355（3,600） 

母材がＳＳ400の場合

 

(3) 軸方向圧縮力と曲げモーメントを同時に受ける部材 

軸方向圧縮力と曲げモーメントを同時に受ける部材は、応力度の照査のほ

か、安定に対する検討が必要である。 

（解 説） 

Ｈ形鋼（ＳＳ400）の場合「道路橋示方書・同解説Ⅱ鋼橋編」の規定に準

じ、式（５－１－11）および式（５－１－12）により安定の照査を行うも

のとする。 

 

 

 

 

 

 

 

ここに、 σc：照査する断面に作用する軸方向力による圧縮応力度 

（Ｎ/㎜ 2(kgf/㎝ 2)） 

σbcy、σbcz：それぞれ強軸および弱軸まわりに作用する曲げモーメ 

ントによる曲げ圧縮応力度（Ｎ/㎜ 2(kgf/㎝ 2)） 

σcaz：弱軸まわりの許容軸方向圧縮応力度(Ｎ/㎜ 2(kgf/㎝ 2)) 

で、表５－１－11を用いる。ただし､b’≦13.1t’とする。 

σbagy ：局部座屈を考慮しない強軸まわりの許容曲げ圧縮応力 

度(Ｎ/㎜ 2(kgf/㎝ 2))で、表５－１－11を用いる。ただ 

し、2Ａc≧Ａwとする。 

(Ａc：圧縮フランジの総断面積(㎝ 2)、Ａw：ウェブの 

総断面積(㎝ 2)図５－１－14参照） 
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σbao：局部座屈を考慮しない許容曲げ圧縮応力度の上限値で、 

210Ｎ/㎜ 2(2,100kgf/㎝ 2)とする。 

ΣcaL：圧縮応力を受ける自由突出板の局部座屈に対する許容 

応力度で、210Ｎ/㎜ 2(2,100kgf/㎝ 2)とする。ただし、 

b’≦13.1t’とする。 

σeay、σeaz：それぞれ強軸および弱軸まわりのオイラー座屈応力度 

（Ｎ/㎜ 2(kgf/㎝ 2)） 

 

σeay ＝1,200,000／    σeay ＝12,000,000／ 

 

σeaz ＝1,200,000／    σeaz ＝12,000,000／ 

 

L’：材料両端の支店条件より定まる有効座屈長(㎜(㎝)) 

で、強軸および弱軸でそれぞれ考慮する。 

ry、rz：それぞれ強軸および弱軸まわりの断面二次半径(㎜(㎝)) 

b’、t’：図５－１－14参照。 

 

 

 

 

 

 

図５－１－１４ b’、t’のとり方 

 

(4) コンクリートの許容応力度 

１）気中コンクリート 

大気中で施工する鉄筋コンクリート部材の許容応力度は表５－１－16の値

とする。 

 

表５－１－１６ 大気中で施工するコンクリートの許容応力度 
(Ｎ/mm2(kgf/㎝ 2)) 

コンクリートの設計基準強度

応力度の種類           (σck)

21 
(210) 

24 
(240)

27 
(270) 

30 
(300)

許容圧縮応力度
曲 げ 圧 縮 応 力 度

10.5 
(105) 

12.0 
(120)

13.5 
(135) 

15.0 
(150)

軸 圧 縮 応 力 度
8.0 
(80) 

9.5 
(95) 

11.0 
（110）

12.5 
(125)

許容せん断応力度

コンクリートのみでせん

断力を負担する場合(Ta1) 

0.33 
(3.3) 

0.35 
(3.5)

0.36 
(3.6) 

0.38 
(3.8)

斜め引張鉄筋を協同してせん

断力を負担する場合(Ta2) 

2.40 
(24.0)

2.55 
(25.5)

2.70 
(27.0)

2.85 
(28.5)

許 容 付 着
応 力 度

丸 鋼
1.05 
(10.5)

1.20 
(12.0)

1.27 
(12.7)

1.35 
(13.5)

異 形 棒 鋼
2.10 
(21.0)

2.40 
(24.0)

2.55 
(25.5)

2.70 
(27.0)
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（解 説） 

コンクリートのみでせん断力を負担する場合の許容せん断応力度 ｔa1

は、部材断面の有効高の影響、引張主鉄筋比の影響、および軸方向圧縮力

の影響を考慮して補正する。この補正の考え方については、 ｢道路橋示方

書・同解説Ⅳ下部構造編｣に準じるものとする。 

２）水中コンクリート 

地中連続壁のように水中で施工するコンクリートの許容応力度は表５－ 

１－17の値とする。 

 

表５－１－１７ 泥水置換工法によるコンクリートの許容応力度 
(Ｎ/mm2(kgf/㎝ 2)) 

コンクリートの呼び強度 30(300) 35(350) 40(400) 

水中コンクリートの設計基準強度(σck) 24(240) 27(270) 30(300) 

圧縮応力度 
曲げ圧縮応力度 12.0(120) 13.5(135) 15.0(150)

軸 圧 縮 応 力 度 9.5(95) 11.0(110) 12.5(125)

せん断応力度 

コンクリートのみでせん断

力を負担する場合(Ta1) 
0.35(3.5) 0.36(3.6) 0.38(3.8)

斜め引張鉄筋を共同してせ

ん断力を負担する場合(Ta2)
2.55(25.5) 2.70(27) 2.85(28.5)

付着応力度(異形棒鋼) 1.8(18) 1.9(19) 2.1(21) 
 

 

（解 説） 

コンクリートの配合は単位セメント量350㎏/ｍ3以上、水セメント比

55％以下､スランプ15～21㎝とし、標準養生の供試体の材令28日における

圧縮強度は30Ｎ/mm2(300kgf/㎝ 2)以上とする。 

なお、鉄筋かご挿入後、ベントナイト溶液の濃度が10％をこえる場合に

は、別途検討しなければならない。 

 

１－６ 材 料 

土留めの材料としては、設計諸元を満足するものとし、かつ入手が容易な 

ものを使用するのを原則とする。 
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（参考資料－１）仮設用鋼材の断面性能表 

 

(1) Ｈ形鋼の標準断面寸法とその断面積、単位質量、断面特性 
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(2) Ｈ形鋼の標準断面寸法とその断面積、単位質量、断面特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) Ｈ形鋼の標準断面寸法とその断面積、単位質量、断面特性 
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(4) 溝形鋼の標準断面寸法とその断面積、単位質量、断面特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 等辺山形鋼の標準断面寸法とその断面積、単位質量、断面特性 
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(6) Ｕ型鋼矢板の形状および断面性能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) リース加工製品の断面性能 
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（参考資料－２）各部材の名称 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 土留め壁            ⑪ 火打ちブロック 

② 中間杭             ⑫ 隅部ピース 

③ 腹起し             ⑬ 腹起し補強金物 

④ 切ばり             ⑭ ジョイントプレート 

⑤ 火打ち(切ばり火打ち)      ⑮ 交差部金物・ボルト 

⑥ 火打ち受けピース 30°     ⑯ ジャッキ 

⑦ 火打ち受けピース 40°     ⑰ 切ばり受け(押え)ブラケット 

⑧ コンクリート受け火打ち金物   ⑱ 腹起しブラケット 

⑨ 火打ち(隈火打ち)        ⑲ 腰掛金物 

⑩ 火打ち受けピース 45° 

 

支保工の名称図 
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第２節 二重締切り工法（切ばり式） 

 

２－１ 定 義 

河川、湖沼、海中の中に橋脚等を改造するさいの仮締切として鋼矢板を二 

重に締切って止水性と剛性を大きくし、その内側（掘削側）に腹起し、切ば 

りを設置して水圧、土圧に抵抗する工法をいう。 

 

２－２ 選定の基準 

１．河川内等で水深が深いとき。 

２．掘削規模が大きいとき。 

３．施工箇所の制約条件など河川管理者から条件を付されたとき。 

（解 説） 

昭和45年8月17日付け建設省事務次官通達によると｢深い水中の仮締切工

には一重締切工法を採用しないこと｣となっている。 

一重締切工法は船舶の衝突、水流、波浪偏圧に対する抵抗力が弱く、矢板

のかみ合せが不十分となるおそれがあるので深い水中の仮締切工は二重締切

工法を採用しなければならない。しかし河川等の使用条件などから、二重締

切の設置ができない場合があるので河川管理者等と充分協議して決めるもの

とする。 

過去に水面から最終掘削面までの深さが16ｍ程度でかつ、軟弱地盤のとこ

ろに一重締切を施工したところ事故を起こした例がある。二重締切で特異な

使われ方をした例として泥土の堆積した池を道路が横断するとき二重締切を

施工し擁壁の築造および泥土を置き換えて地盤改良する通路に利用したもの

がある。 

なお、締切部に基岩がある場合に二重締切工を施工することがあるが、本

マニュアルの適用外とする。 

 

２－３ 仮設鋼材の許容応力度および鋼矢板の断面係数 

１．仮設鋼材のうち、鋼矢板の許容応力度は４－６・(1) および断面係は 

４－６・(3)による。 

２．鋼矢板以外の仮設鋼材の許容応力度は１－５・(1)による。 

３．タイロッド(ＳＳ400)の許容応力度は 141Ｎ/㎜ 2(1440kgf/㎝ 2)…径 40

㎜以下とする。 
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２－４ 各部の名称 

 

２－５ 設計法の区分 

二重締切の鋼矢板根入れ長、断面計算などの設計は次の２通りに分けて行 

なう。 

１．二重締切の掘削側鋼矢板切ばり･腹起しなどは､中詰土砂天端を地盤とす 

る一重締切りに準じて設計する。 

２．二重締切りの外側鋼矢板およびタイロッド、腹起しなどは、２－７に規 

定する方法により設計する。 

（解 説） 

掘削側は一重締切りに準じ、外側については鋼矢板岸壁と同様な考え方に

して下図のように中詰土砂の土圧が両鋼矢板背面に作用するものとして設計

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－２－２ 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－２－１ 
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２－６ 二重締切りの幅 

二重締切りの内外鋼矢板の中心線は最小２ｍを原則とする。 

（解 説） 

河川の利用状況や管理上の理由などで制約を受ける場合は、実状に応じて

幅を決定しなければならない。 

なお、中埋土砂の上を一般の通路として使用する場合は、過載荷重1tf/㎡

を載荷する。 

又、工事用通路として使用する場合は、重機と積載荷重（吊上げ荷重）を

使用状況に応じて算出し、荷重とする。 

 

２－７ 外側鋼矢板、タイロッドおよび腹起しの設計 

(1) 外側鋼矢板に作用する土圧および水圧 

中詰土砂および河底面より下方の土による土圧は主働・受働土圧ともに 

ランキン・レザールの計算式による。 

壁体中の水圧を考慮する。 

（解 説） 

鋼矢板の断面計算も根入れ長の計算も、ランキン・レザールの土圧を用い

て行ない、土留めや一重締切の断面計算に用いた土圧は考えないことにした。

これは、二重締切りの外側鋼矢板は、切ばりで支えられていないので、切ば 

りの軸力の測定値を整理してえら

れた断面計算用の土圧を用いるこ

とは、不都合であると考えられる

ため、他の基準をも参考にして、

このように定めたのである。 

壁体中の水圧は下式とする。 

Ｗ  ２ 

２  ３ 

Ｐ：壁体中の水圧(tf／ｍ) 

Ｗ：水の単位堆積重量(tf／ｍ3) 

ｈ：外水高(ｍ) 

壁体内の中詰土砂は壁体の剛性

を増す目的と、鋼矢板に作用する

土圧をできるだけ軽減する目的の

ために良質な砂質土を用いること

にする。 

従って設計に用いる土質定数は 

１－３の砂質土の単位体積重量、内部摩擦角（φ）は35度程度を用いて設計する。 

 

 

Ｐ＝   (  ｈ) 2 

図５－２－３ 
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(2) 外側鋼矢板のつい合い深さ 

タイロッド取付点において外側鋼矢板に作用するそれより下方の主働土

圧、および水圧による作用モーメントと受働土圧による抵抗モーメントが 

つり合う状態になるときの河底面以下の深さを、外側鋼矢板のつり合い深 

さとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－２－４ 

 

(3) 外側鋼矢板の仮想支持点 

外側鋼矢板の仮想支持点は２－７・(3)により求めるものとする。 

 

(4) 外側鋼矢板の根入れ長の計算 

外側鋼矢板の根入れ長は４－７・(2)で求めたつり合い深さの 1.2 倍とす

る。ただし、最終掘削底面下に少なくとも３ｍは根入れさせなければなら 

ない。 

 

(5) 外側鋼矢板の断面計算 

外側鋼矢板の断面は、２－７・(1) （外側鋼矢板に作用する土圧および水

圧）に示した荷重分布を用い、タイロッド取付点と仮想支持点とを支間と 

する単純ばりとして計算する。 

 

(6) タイロッドの断面設計 

タイロッドの断面は、河底面より上の中詰土砂の土圧と水圧の和の 1/2 を

引張力として作用させて計算する。 
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（解 説） 

外側鋼矢板に作用する中詰土砂によって土圧と水圧は、タイロッドと鋼矢

板根入部の受働土圧とによって支持されるが、その割合は土圧の三角形分布

を考えると後者によるものの方が大きい。したがって、安全側であることと

計算の簡略化を考慮して河底面より上の全作用の 1/2 をタイロッドでとるこ

とにした。 

 (7) タイロッドの水平間隔と取付け 

タイロッドの水平間隔は内外鋼矢板１枚当りの幅を考慮して定めるととも

に、１段配置を標準とする。 

（解 説） 

タイロッドの水平間隔は、内外鋼矢板の幅の倍数で間隔を決めるが、概ね

1.6～2.0ｍの間隔がよい。 

取付け高さは、外面矢板の応力を小さくするためにできるだけ低く取付け

るのがよいが、止水性も考慮に入れて決める必要がある。 

また、２段以上の配置をしても引張力が下方のタイロッドに大きく作用し

て上のタイロッドは有効に働かないので１段に配置すること。 

(8) タイロッドの材質と断面 

タイロッドの材質はＳＳ400、最小径は 28 ㎜を原則とし、断面積はネジ部

を考慮した有効断面積とする。 

(9) タイロッド取付用腹起しの計算 

 

腹起しの最大曲げモーメントは次式で計算する。 

ＴL 

10 

ここに Ｍ：腹越しの最大曲げモーメント((tf.ｍ)kＮ･ｍ) 

Ｔ：タイロッドの張力((tf.ｍ)kＮ･ｍ) 

L ：タイロッドの取付間隔(ｍ) 

 

２－８ 締切りの天端高 

河川などにおける締切りの天端高は平水位＋1.0ｍを標準とする。 

（解 説） 

この数値は、感潮河川にあっては朔望平均満潮位 ＋1.0ｍ、その他の河川

にあっては平水位 ＋1.0ｍとしたものであるが、これは渇水期に施工するこ

とを前提に考えたものである。従って渇水期以外に施工する場合は河相、過

去の水位および築造する構造物の重要度に応じて決めなければならない。 

この他、河川の管理上や利用上の条件で決められる場合はこれによる。 

 

 

Ｍ＝ 
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第３節 二重締切り工法（自立式） 

 

３－１ 定 義 

河川堤防の開削（部分開削を含む）をともなう工事で、鋼矢板を二重に締

切って止水性と剛性を大きくし、鋼矢板は自立させる工法をいう。 

（解 説） 

出水期（融雪出水等のある地方ではその期間を含む）においては河川堤防

の開削を行なわないものとする。ただし、施工期間等から止むを得ないと認

められる場合は治水上十分な安全を確保し実施するものとする。 

二重締切り（自立式）は、H26 年度に水管理・国土保全局治水課が制定し

た。「仮締切設置基準(案)」によることにし、以下これについて述べる。 

 

３－２ 選定の基準 

河川堤防にかわる締切りは、下記の各号の一つに該当する場合に設置する

ものとする。 

１．河川堤防を全面的に開削する場合。 

２．河川堤防を部分開削するもののうち、堤防の機能が相当に低下する場合 

※堤防の機能が相当に低下する場合とは、設計対象水位に対して必要な堤防断

面が確保されていない場合をいう。 

（解 説） 

河川堤防の開削によって洪水又は高潮被害の発生する危険が無い場合は

除く。 

 

３－３ 締切りの構造 

(1) 設計対象水位 

設計対象水位は出水期においては計画高水位、非出水期にあっては非出水

期間の既往最高水位もしくは過去の最大流量を仮締切設置後の河積で流下さ

せるための水位のうちいずれか高い水位とする。 

 

(2) 平面形状 

仮締切りの平面形状は流水の状況、流下能力等に出来るだけ支障をおよぼ

さないものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

仮締切設置基

準

(案)(H26.12) 

 

 

 

 

仮締切設置基

準

(案)(H26.12) 
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(3) 高 さ 

仮締切りの高さは出水期にあっては既設堤防高以上とする。非出水期にあ

っては設計対象水位＋余裕高（河川管理施設等構造令第20条に定めるもの）

以上とし、背後地の状況、出水時の応急対策等を考慮して決定するものとす

る。※ここでいう出水時の応急対策とは、台風接近時などに河川水位の上昇

に備え、仮締切の上に土のうを設置するなどの対策をいう。 

（解 説） 

既設堤防高がこれより小なる場合は、既設堤防高とすることができる。 

又、小河川等において既往流量資料のとぼしい河川であっては、近隣の降

雨資料等を勘案し、十分安全な高さではなければならない。 

「河川管理施設等構造令」第20条の高さは次のとおりである。 

（高 さ） 

第 20 条 堤防（計画高水流量を定めない湖沼の堤防を除く。）の高さは、計

画高水流量に応じ、計画高水位に次の表の下欄に掲げる値を加えた値以上

とするものとする。 

 

表５－３－１ 

項 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

計画高水流量 

（単位 1 秒間

につき立方メ

トル） 

200未満 
200以上

500未満

500以上 

2,000未満

2,000以上

5,000未満

5,000以上

10,000 未満
10,000以上

計画高水位に

加える値 

(単位 メート

ル） 

0.6 0.8 1.0 1.2 1.5 2.0 

 

ただし、堤防に隣接する堤内の土地の地盤高（以下「堤内地盤高」とい

う。） が計画高水位より高く、かつ、地形の状況等により治水上の支障が

ないと認められる区間にあっては、この限りでない。 

２．前項の堤防のうち計画高水流量を定める湖沼又は高潮区間の堤防の高さ

は、同項の規定によるほか、湖沼の堤防にあっては計画高水位に、高潮区

間の堤防にあっては計画高潮位に、それぞれ波浪の影響を考慮して必要と

認められる値を加えた値を下回らないものとする。 

３．計画高水流量を定めない湖沼の堤防の高さは、計画高水位（高潮区間に

あっては計画高潮位、次項において同じ。）に波浪の影響を考慮して必要と

認められる値を加えた値以上とするものとする。 

４．胸壁を有する堤防の胸壁を除いた部分の高さは、計画高水位以上とする

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

仮締切設置基

準

(案)(H26.12) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河川管理 

施設等 

構造令 

3章第 20条 
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(4) 取付位置 

(5) 天端幅 

大河川にあっては５ｍ程度、その他河川にあっては３ｍ程度以上とする

ものとし、安定計算により決定する。 

(6) タイ材の取付位置 

鋼矢板二重締切は、原則として一段または二段のタイ材で矢板を連結さ

せるものとする。タイ材を計画高水位以下に設ける場合は、堤外側の矢板

に対し防水対策を、堤内側の矢板に対しては中詰土の流出防止対策を考慮

しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

仮締切設置基

準

(案)(H26.12) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

仮締切設置基

準

(案)(H26.12) 

 

鋼矢板二重式

工法仮締切設

計マニュアル

（H13.5） 

 

堤防開削天端（ａ－ａ´）より仮締切内側迄の長さ（Ｂ）は既設堤防天

端幅（Ａ１）又は、仮締切堤の天端幅（Ａ２）のいずれか大きい方以上とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－３－１ 

補強について 

１．川表側の仮締切全面の河床および仮締切取付部の上流（Ⅰ）概 

ねＤ＝２Ａ2 の長さの法面は設計対象水位以上の高さ迄鉄線蛇籠等

で補強するものとする。 

２．仮締切りを川裏に設置する場合には、堤防開削部の法面（Ⅱ） 

は設計対象水位以上の高さ迄鉄線蛇籠等により補強するものとす

る。 
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３－４ 鋼矢板二重式仮締切の設計 

仮締切堤に用いる鋼矢板二重式工法の設計は、「鋼矢板二重式工法仮締切設

計マニュアル」に準ずるものとする。 

（解 説） 

鋼矢板二重式仮締切設計マニュアルでの設計の流れは、図５－３－２に示

すとおりである。 

 

設計条件の決定  仮締切の高さ、現地盤、
 掘削断面形状

 外水位、壁体中の水位中
 詰土の土質諸元、震度

基礎地盤の土質諸元

外力及び荷重の計算

矢板の根入の計算

矢板の曲げﾓｰﾒﾝﾄの計算

根長の変更

矢板根入長の決定

矢板断面の決定

タイ材断面及び間隔の決定

腹起し断面の決定

壁体幅の決定

　基礎地盤の支持力に
　対する検討

遮水効果の検討

円形すべりの検討

腹起し曲げﾓｰﾒﾝﾄの計算

せん断変形破壊の検討

滑動に対する検討

タイ材応力の計算

 

図５－３－２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鋼矢板二重式

工法仮締切設

計マニュアル

（H13.5） 
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第４節 路面覆工 土木指針では、路面覆工・仮桟橋の設計と一本化されている。 

 

４－１ 定 義 

開削工事において、施工期間中路面を一般交通に供するため、仮の路面と

して覆工板を用いる工法をいう。 

（解 説） 

路面覆工の目的は 

(1)地下工事の安全性確保 

(2)路上の車輌の走行および歩行者の安全確保 

 

４－２ 各部の名称 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－４－１ 

（解 説） 

路面覆工・仮桟橋に使用する鋼材は、使用実績および市場性を考慮して決

定しなければならない。 

表５－４－１に示す部材を最小断面の目安とし、これ以上の断面性能を有

する部材を使用するのがよい。 

 

表５－４－１ 部材の最小断面 

覆 工 受 げ た Ｈ－250×250×９×14 

横 継 材 ［－300×90×９×13 

け た 受 け ［－250×90×９×13 

斜材・水平継材 Ｌ－100×100×10 

杭 Ｈ－300×300×10×15 

 

覆工板は一般に、市場に流通している２次製品が使用されており、長さ２

ｍのものが多く使用されているが、近年、切ばり水平間隔と覆工受げた間隔

を合致させ、掘削作業を容易にさせる目的等のため、長さ３ｍのものも使用

されるようになっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路土工 

仮設構造 

物工指針 

2－11－3 
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Ｐo L3 

４８ＥＩ 

５Ｗo L4 

384ＥＩ 

８Ｍ  

Lｍ

  

ａｘ 

L2 

市場に流通している覆工板は、いずれも長辺を支間として使用するように

設計されているため、短辺が支間となるような使用をしてはならない。 

 

４－３ 荷 重 

 

４－４ 覆工受桁 

(1) 覆工受桁の計算 

覆工受桁は、死荷重および活荷重を載荷させ、単純ばりとして計算する。 

（解 説） 

活荷重の載荷方法は「１－４ 荷重」による。 

 

(2) 覆工受桁のたわみ 

覆工受桁の活荷重（衝撃を含まない）によるたわみはL／400（Lは支間）

以下、かつ、2.5㎝以下でなければならない。 

（解 説） 

たわみは次式によって計算する。 

覆工受げたに載荷される活荷重が一個の場合 

δ＝ 

活荷重が複数個載荷される場合、もしくは分布荷重が載荷される場合。 

δ＝ 

ここに、δ：たわみ（ｍ（㎝）） 

Ｐo：覆工受げたに作用する衝撃を含まない集中荷重（kＮ(kgf)） 

L ：支間長（ｍ（㎝）） 

Ｅ：使用部材のヤング係数（kＮ／㎡（kgfcm2）） 

Ｉ：使用部材の断面二次モーメント（ｍ4(㎝ 4)） 

Ｗo：等値等分布荷重（kＮ／ｍ(kgf／ｍ)） 

Ｗo＝ 

Ｍ  

Lｍ

  

ａｘ：衝撃を含まない活荷重による最大曲げモーメント 

(kＮ･(kgf・cm)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路土工 

仮設構造 

物工指針 

2－11－5(1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路土工 

仮設構造 

物工指針 

2－11－5(2) 

 

「１－４ 荷 重」によるものとする。 
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(3) 地下埋設物と覆工受桁 

地下埋設物の吊桁と覆工受桁とは、兼ねてはならない。 

（解 説） 

覆工受桁は、活荷重の通過によって常にたわみ、振動を受けている。この

ような覆工受桁に地下埋設物を吊り仮受けすることは、非常に危険であるの

で、絶対に避けねばならない。 

 

(4) 覆工受桁の補強 

覆工受桁が、勾配2.5％以上の路面に、勾配直角方向に設置されるとき

は、覆工受桁の補強を行なうのがよい。 

（解 説） 

覆工受桁は通常、フランジ幅に比べて桁高の大きいＩ断面桁が使用される

が、これが勾配のある路面に、勾配方向に直角に設置される場合は覆工受桁

は傾斜するので、不安な状態となりやすい。 

 

(5) 桁上受けの計算 

 

(1)  けた受けは覆工受げた反力および死荷重に対し、十分な強度と剛性を

有していなければならない。 

(2)  けた受けは覆工受げた等、けたの最大反力を集中荷重、また、けた受

け自重を分布荷重とし、杭あるいは土留め壁との取り受部を支点とする

単純ばりとして設計する。 

(3) 覆工受げた反力は、けた受けの断面力が最大となるように載荷して計

算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－４－２ けた受けの支間 

 

 

 

 

 

建設工事 

公衆災害 

防止対策 
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道路土工 

仮設構造 

物工指針 

2－11－6 
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(6) ボルトの設計 

 

(1) けた受けと杭を接合するボルトは、けた受けの最大反力に対し十分な

強度を有していなければならない。 

(2) ボルトの必要本数は次式で計算してよい。 

ｎ＝ 

Ｓa＝τaＡ 

ここに、ｎ：ボルトの必要本数（本） 

Ｒ：けた受けの最大反力（Ｎ(kgf)） 

Ｓa：ボルト１本当たりの許容せん断力(Ｎ(kgf)) 

τa：ボルトの許容せん断応力度（Ｎ/mm2(kgf/cm2) 

Ａ：高力ボルトの場合は公称径（呼び径）から求めた断面積

普通ボルトの場合はねじ部の有効断面積（mm2(cm2)） 

（解 説） 

けた受けに溝型鋼を用いる場合のように、活荷重による鉛直荷重に対し、

ボルトのせん断で抵抗するような場合は、高力ボルトを使用することが望

ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路土工 

仮設構造 

物工指針 
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Ｓa 



1－5－41 

第５節 仮  橋 

 

５－１ 定 義 

一般交通及び作業場として、一時的な使用に供するために建設される橋梁

を仮橋という 

（解 説） 

河川に架設する場合は、渇水期を対象とする。 

 

５－２ 仮橋の分類 

使用目的により下記のように分類する。 

１．工事用仮橋 

２．一般供用仮橋 

（解 説） 

工事用仮橋……工事用車両や建設機械等の通行や作業に供する工事専用の

仮橋および締切り内の作業台。 

一般供用仮橋…一般車両、歩行者の通行および工事用車両の通行に供する

もの。 

 

５－３ 設計のための事前調査 

設計に先立ち１－２、設計のための事前調査及び河相、その他これに類す

る調査を行なうのが望ましい。 

（解 説） 

河相、その他これに類する調査とは 

(1) 洪水期、非洪水期の判定 

(2) 過去10年間程度の水位 

(3) ダム、河川構造物の有無 

 

５－４ 荷 重 

(1) 荷重の種類 

仮橋の設計にあたっては、以下の荷重を考慮する。 

１．死 荷 重 

２．活 荷 重 

３．土   圧 

４．衝   撃 

５．地震の影響 

６．その他の水平荷重 
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（解 説） 

１～３の荷重については１－４による。 

 

(2) 衝 撃 

 

工事用仮橋の衝撃係数は、支間に関係なく 0.3 とするが、一般供用の場合

には次式により衝撃係数を求めるものとする。 

 

ｉ＝            Ｌ：支間（ｍ） 

 

（解 説） 

「道路橋示方書・同解説Ｉ共通偏」では衝撃係数をｉ＝ 20/（50＋Ｌ）と

規定しており、スパンＬ＝４～15ｍとするとｉ＝0.31 ～ 0.37となる。ｉ＝

0.3 とする場合と、ｉ＝0.31～0.37 とする場合では、モーメントにして約２

～ ５％の差であまり影響を与えず、仮設構造物のスパンが限定されているの

で定数で与えてもさしつかえないと考えられる。したがって衝撃係数は 

ｉ＝0.3とした。 

ただし、一般供与の場合には、 「道路橋示方書・同解説Ｉ共通編」に規定

されている式により衝撃係数を求めることにした。 

 

(3) 地 震 

地震の震度は「道路橋示方書Ⅴ耐震設計編」によること。 

工事用仮橋については、地震荷重を考慮しなくてよい。 

（解 説） 

地震時水平力の作用位置は主桁上フランジの上面とする。 

 

(4) その他水平荷重 

地震荷重以外の水平荷重には次のようなものが挙げられ、必要に応じて

以下の諸荷重を組合せても求めるものとする。 

(1) 施工精度から生じる鉛直荷重の傾斜方向の分力 

(2) 波圧、流水圧 

(3) 衝突荷重 

（解 説） 

(1) 施工精度から生じる鉛直荷重の傾斜方向の分力 

現場合わせで施工条件の悪い仮橋の場合は、一般の橋梁に比べ施工精

度が劣るものと考えられ、これによって鉛直荷重の傾斜方向分力が生じ

るので、考慮する必要がある。 

 

 

20 

50＋Ｌ 
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(2) 波圧、流水圧 

波圧、流水圧は、特別にこれらが大きいと判断される場合には、これ

らに耐えうるように設計し、洗掘に対する配慮も必要である。波圧、流

水圧の考え方については「道路橋示方書・同解説Ｉ共通編」によること

とする。 

(3) 衝突荷重 

衝突荷重は、衝突が予想される船舶、車輌の大きさ、衝突荷重、角度

などを十分検討して決定することが必要である。 

 

５－５ 許容応力度 

許容応力度については、「１－５ 許容応力度」によるものとする。 

 

５－６ 設計基本事項 

(1) 仮橋各部の名称 

 

仮橋の名称は、図５－５－１のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－５－１ 仮橋名称図 

（解 説） 

仮橋の構造は、図５－５－１に示すとおりで、覆工板を覆工受げた（主

けた、主にＩ形鋼及びＨ形鋼）で受け、その荷重をけた受けで支持杭に伝

達する構造である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土工工事 

仮設計画 

ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ(Ⅱ) 

7.1.2.(1) 
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(2) 幅員と桁および杭の間隔 

標準幅員 

工 事 用 幅員４ｍを標準とする。ただし、下記の条件の場合は幅員６

ｍとする。 

１．対面交通の確保を必要とする場合 

２．クレ－ン類が仮橋上で作業を行う場合 

一般供用 関係機関と協議により決定する。 

主桁及び杭の感覚は２ｍを標準とする。 

（解 説） 

一般供用の場合、歩車道は、ガードレール等で分離することが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

図５－５－２ 

(3) 標準支間 

支間、６ｍを標準とする。 

（解 説） 

支間は６ｍを標準としたが、河川管理者と協議して決定する。 

 

(4) 最大勾配 

勾配は最大６％を標準とする。 

（解 説） 

管理者等の条件により、勾配が６％をこえる場合は、綾構などで橋軸方向

の補強をすることが望ましい。 

締切りに隣接する部分では、工事の作業性や安全性を考慮して水平を保つ

必要がある。 

 

(5) 桁下高さ  

桁下高さは、原則として、工事期間中の既往最高水位より、50ｃｍ以上

高くする。 

 

 

道路土工 

仮設構造 

物工指針 

2－11－2 
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（解 説） 

利用上の条件、設置期間等を十分考慮して決定することが望ましい。 

ただし､河川管理者において基準が定められている場合はその基準による 

ものとする。 

 

５－７ 使用部材 

(1) 鋼 材 

仮橋に使用する鋼材は、使用実績および市場性を考慮して決定する。 

（解 説） 

鋼材に作用する荷重は必ずしも明確ではなく、このため仮橋の構造全体

に大きな変形を生じ、部材に座屈等の破損を招くおそれもあり、応力度か

らは断面に余裕があっても、経済性を重要視しすぎた断面の使用は避ける

べきである。したがって表５－４－１に示す部材を最小断面の目安とし、

これ以上の断面性能を有する部材を使用するのがよい。 

 

(2) 覆工板  

覆工板は、市場に流通している２次製品を使用する。 

（解 説） 

覆工板は一般に、市場に流通している２次製品が使用されている。これ

ら流通している覆工板には数種類のものがあるが、載荷される荷重に対し

十分な強度と剛性を有していなければならない。これら２次製品の覆工板

は長さ２ｍのものが多く使用されているが、近年、切ばり水平間隔と覆工

受げた間隔を合致させ、掘削作業を容易にさせる目的等のため、長さ３ｍ

のものも使用されるようになってきた、選定にあたっては、設置場所の状

況や設置期間、施工性等を検討し、安全性を十分確認した上で使用しなけ

ればならない。市場に流通している覆工板は、いずれも長辺を支間として

使用するように設計されているため、短辺が支間となるような使用をして

はならない。長さ３ｍ以下のものの単位面積当たりの重量は表５－５－１

の値を使用してよい。 

また、斜げた、埋設物等の原因で、現場加工あるいは工場加工の覆工板

を使用する場合は、強度および剛性を確認するとともに、表面摩擦、安定

性、耐久性等についても検討する必要がある。 
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表５－５－１ 覆工板の重量 

種   類 
単位面積当たりの重量 

長さ ２ｍ 長さ ３ｍ 

鋼   製 
2.0kＮ/㎡ 

（200kgf/㎡） 

2.0kＮ/㎡ 

（200kgf/㎡） 

鋼   製 

(ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装付) 

2.5kＮ/㎡ 

（250kgf/㎡） 

2.6kＮ/㎡ 

（260kgf/㎡） 

鋼･コンクリート剛性 
2.8kＮ/㎡ 

（280kgf/㎡） 

3.3kＮ/㎡ 

（330kgf/㎡） 

 

５－８ 覆工受げたの設計 

(1) 設計一般 

覆工受げたは、死荷重および活荷重を載荷させ、単純ばりとして設計する。 

（解 説） 

覆工受げたは載荷される荷重に対して、十分な強性と剛性を有していな

ければならない。計算に用いる支間長は図５－５－３に示すように、けた

受け材が溝形鋼で杭の片側のみに取り付ける場合は、溝型鋼取付け点とし、

溝型鋼を両側に取り付ける場合もしくはけた受け材にＨ形鋼を用いる場合

は、杭中心を支点として求める。 

  

 

 

 

 

 

 

 

図５－５－３ 覆工受げたの支間長 

 

(2) 応力の計算  

死荷重および活荷重により計算された断面力は、それぞれの最大値の

合計を設計に用いる断面力とする。 

（解 説） 

覆工受げたの支間が長い場合は、許容曲げ圧縮応力度が小さくなるため、

必要に応じ圧縮フランジ固定のため隣接する覆工受げた相互を横継材で連

結し、フランジ固定点間距離を短縮する。 
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５－９ たわみ 

覆工受げたの活荷重によるたわみはL／400（Lは支間）以下で、かつ25mm

以下でなければならない。このとき活荷重に衝撃は含まなくてもよい。 

（解 説） 

覆工受げたに載荷されている活荷重が一個の場合、たわみは式（５－５

－１）によって計算する。活荷重が複数個載荷される場合、もしくは分布

荷重が載荷される場合は、式(５－５－２)、式(５－５－３）によって計算

してよい。 

δ＝      …………………………………………（５－５－１） 

 

δ＝      …………………………………………（５－５－２） 

 

ここに、δ ：たわみ（ｍ（㎝）） 

Ｐo：覆工受げたに作用する衝撃を含まない集中荷重（kＮ(kgf)） 

L ：支間長（ｍ(㎝)） 

Ｅ ：使用部材のヤング係数（kＮ/㎡(kgf/cm2)） 

Ｉ ：使用部材の断面二次モーメント(ｍ4(㎝ 4)) 

Ｗo：等値等分布荷重（kＮ/ｍ(kgf/ｍ)） 

Ｗo＝      …………………………………………（５－５－３） 

Ｍ
  

Lｍ
  
ａｘ：衝撃を含まない活荷重による最大曲げモーメント 

(kＮ･ｍ(kgf･cm)) 

 

５－10 けた受けの設計 

けた受けは覆工受げた反力および死荷重に対し、十分な強度と剛性を

有していなければならない。けた受けは、覆工受げた等、けたの最大反

力を集中荷重、また、けた受け自重を分布荷重とし、くいあるいは土留

め壁との取付け部を支点とする単純ばりとして設計するのがよい。 

（解 説） 

けた受けの支間は、図５－５－４に示すように、同一けた受けがボルト

で接合されている杭の中心間隔とし、覆工受げた反力は、けた受けの断面

力が最大となるように載荷して計算する。 
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図５－５－４ けた受けの支間 

 

一般にけた受けの支間は２～３ｍ程度と小さく、杭中心と覆工受げた中

心が近いため、せん断力が支配的な応力となる。このためけた受けの設計

では、たわみの計算は行わなくてよいが、埋設物があるなどの理由で、杭

間隔が大きくなる場合、またはけた受けの支間中央付近に覆工受げたが取

り付けられる場合は、たわみに対する照査も行わなければならない。この

時のたわみの制限値は、覆工受げたと同様とする。 

また、杭がＨ形鋼でけた受け材に溝形鋼を使用する場合、けた受け材の

継手部は、原則として杭の中心付近とし、図５－５－５に示すような補強

を行う。 

 

 

 

 

 

 

図５－５―５ けた受け材継手部の補強 

 

５－11 ボルトの設計 

けた受けとくいを接合するボルトは、けた受けの最大反力に対し十分

な強度を有していなければならない。 

（解 説） 

ボルトの必要本数は式（５－５－４）、式（５－５－５）で計算してよい。 

なお、けた受けに溝形鋼を用いる場合のように、活荷重による鉛直荷重

に対し、ボルトのせん断で抵抗するような場合は、高力ボルトを使用する

ことが望ましい。 

 

ｎ＝     …………………………………………（５－５－４） 

Ｓa ＝ τaＡ    …………………………………………（５－５－５） 
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ここに、ｎ：ボルトの必要本数（本） 

Ｒ：けた受けの最大反力（Ｎ(kgf)） 

Ｓa：ボルト１本当たりの許容せん断力(Ｎ(kgf)) 

τa：ボルトの許容せん断応力度(Ｎ/㎜ 2(kgf/cm2)) 

Ａ：高力ボルトの場合は公称径(呼び径)から求めた断面積、

普通ボルトの場合はねじ部の有効断面積(㎜ 2 (㎝ 2)) 

 

５－12 傾材・水平継材の設計 

(1) 斜材・水平継材はくい列の各くいに水平荷重を分担させ、かつくい頭

の回転を拘束する部材および構造でなければならない。仮橋では橋軸直

角方向には、斜材・水平材を取り付けることを原則とする。 

(2) 覆工受げたは支点上でけた受けに結合し､ 支点上の相互の主げたは

橋軸方向に連絡しておくことが望ましい。 

（解 説） 

(1) について 

１）水平継材 

水平継材は圧縮材として設計し、応力度は式（５－５－６）で計算し

てよい。 

σｃ＝    …………………………………………（５－５－６） 

ここに、σｃ：水平継材に発生する圧縮応力度(Ｎ/㎜ 2(kgf/cm2)) 

Ｈ ：杭列に作用する水平荷重(Ｎ/(kgf))で、表５－５－

２による。 

ｎ ：水平継材の本数（通常杭の両面に取り付けるため

ｎ＝２） 

Ａ ：水平継材１本の断面積(㎜ 2(㎝ 2)) 

 

表５－５－２ 水平荷重 

活荷重の種類 Ｔ荷重の場合 建設用重機荷重の場合 

杭列に作用する水平荷重 全活荷重×0.1 活荷重×0.15注１

  

） 

   

注 1)覆工受げたの支間が建設用重機のクローラー接地長と比べ短い場合

や、建設用重機を２台以上考慮する場合等のように、著しく不合理 

と考えられる場合は、（着目する杭列に作用する全活荷重による反力）

×0.15としてよい。 

 

２）斜 材 

斜材は圧縮材として設計し、応力度は式（５－５－７）で計算して 

よい。 

これまで斜材は引張材として設計されてきた。しかし、式（５－５ 
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－７）は簡略化した計算のため、安全側を考慮して本マニュアルでは

斜材は圧縮材として設計することとし、より部材の安全性を高め、さ

らに仮橋の剛性を高めることにより過度の動揺を防ぐようにした。 

ただし、くいの間隔が大きくなった場合、式(５－５－７)により圧 

縮材で設計すると部材断面が大きくなり施工性が劣化することがある。 

この場合は、フレーム計算等で詳細に荷重を算出し、斜材の座屈を許

容する設計（引張材としての設計）を行ってもよい。 

σｃ＝      ……………………………………（５－５－７） 

ここに、σｃ：斜材に発生する圧縮応力度(Ｎ/㎜ 2(kgf/cm2)) 

Ｈ ：杭列に作用する水平荷重(Ｎ(kgf))で、表５－５ 

－２による 

ｎ ：斜材の組数（図５－５－６の場合はｎ＝３） 

Ａ ：斜材１本の断面積(㎜ 2(㎝ 2)) 

α ：水平荷重作用方向に対する斜材のなす角度（度(度)） 

で、図５－５－６による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－５－６ 斜材・水平継材の設計 

 

(2) について 

橋軸方向の剛性は、軸直角方向に比べてかなり低いと考えられるので、

少しでも剛性を高めるために主桁の下フランジは、横桁にボルトまたは

溶接で止めるのが一般的である。また、橋軸方向の主桁は、軸方向のず

れを少なくするために添接板を用い、ボルトまたは溶接により連接して

おくことが望ましい。 

主桁を橋軸方向に連結することによって生ずる温度変化の影響は基

礎ぐいに負荷させるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

図５－５－７ 
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５－13 高 欄 

高欄は下記のものを使用するのが一般的である。 

工 事 用………パイプ組立式 

一般供用………ガードレール 

（解 説） 

工事用高欄としてのパイプは、ガス管50Ａ程度のものを使用するのが良い。 

 

５－14 床 版 

床版は、一般に覆工板を使用するものとする。 

 

５－15 杭の設計 

(1) 杭の支持力 

杭はけた受の最大反力に対し十分な支持力を有していなければならな

い。 杭許容支持力は 「道路土工仮設構造物工指針２－９－２土留め壁お

よび中間杭の支持力」により計算する。 

表５－５－３ 安全率 

常 時 地震時 

一般供用の場合 ３ ２ 

工事用の場合 ２ － 
 

（解 説） 

一般供用の場合の安全率は「道路橋示方書・同解説Ⅳ下部構造編」に規

定されている値とした。工事用の場合、仮設構造物であることを考慮して

定めた値である。 

 

(2) 杭本体の設計  

１）軸方向押込力に対する設計 

押込力に対しては座屈を考慮して取扱うものとする。 

（解 説） 

座屈を考慮する場合の座屈長は地盤面から水平つなぎ材の中心線までと

する。ただし、全長が地中に埋込まれたくいでは座屈の影響を考慮しなく

てもよい。 
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Ｈ 

ｎ 

２）水平荷重に対する設計 

通常、路面覆工に使用される杭は、土留め壁による地盤反力等が十分期

待できるため、水平荷重に対する検討は行わなくてよい。仮桟橋の支持杭

では、地盤が軟弱な場合や、杭の突出長が長い場合等には、水平荷重に対

する検討を行う必要がある。通常、仮桟橋の支持杭の水平荷重に対する検

討は、橋軸方向（走行方向）には多数の杭が覆工受げたにより連結されて

おり、乗入れ部は土による拘束が大きいため、危険断面となる橋軸直角方

向（相工直角方向）の杭列に対して行えばよい。 

水平荷重により、支持ぐいに発生する曲げモーメントは、くい本体を弾

性床上の梁として求める。 

１本の支持杭に作用する水平荷重は式（５－５－８）により算出してよい。 

Ｈo＝     …………………………………………（５－５－８） 

ここに、Ｈo ：１本の杭に作用する水平荷重（kＮ(tf)） 

Ｈ ：杭列に作用する水平荷重（kＮ(tf)） 

（表５－５－２参照） 

ｎ ：杭列の杭本数（図５－５－８の場合ｎ＝４） 

 

 

 

 

 

 

 

図５－５－８ 杭に作用する水平荷重 

 

水平荷重により、支持杭に発生する曲げモーメントは、β L≧2.5（β：

杭の特性値(ｍ－１

  )、 L：杭長(ｍ)）の場合、半無制限長の杭として計算して

よい。 通常、綾構を設けることを原則として、杭頭の回転を拘束された杭

とし、式（５－５－９）、式（５－５－10）で計算してよい。 

 

Ｍo＝       Ｈo………………………………（５－５－９） 

 

Ｍm＝                    ……（５－５－10） 

 

ここに、Ｍo ：杭頭曲げモーメント(kＮ･ｍ(tf･ｍ) 

Ｍm ：地中部最大曲げモーメント(kＮ･ｍ(tf･ｍ) 

β ：杭の特性値（ｍ－１

  (ｍ
－１

  )） 
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ｈ ：杭の突出長（ｍ(ｍ)）(図５－５－８参照) 

（ただし、ここで用いる逆三角形関数の単位(rad(rad) 

である。) 

 

β ：杭の特性値（ｍ－１

  (㎝
－1

  )） 

kＨ ：水平方向地盤反力係数（kＮ/  (kgf/cm3)） 

Ｄ ：杭の幅（ｍ(㎝)） 

Ｅ ：杭のヤング係数（kＮ/㎡(kgf/cm2)） 

Ｉ ：杭の断面二次モーメント(ｍ4(cm4)) 

       ……………………………（５－５－11） 

 

RＨo ：直径30㎝の剛体円板による平板載荷試験の値に 

相当する水平方向地盤反力係数（kＮ/ｍ3(kgf/cm3)） 

ＢＨ ：杭の換算載荷幅（ｍ(㎝)） 

……………………………（５－５－12） 

 

α ：表５－５－４に示す係数 

Ｅo ：地盤の変形係数(kＮ/㎡(kgf/cm2) 

 

表５－５－４ Ｅoとα 

次の試験方法による変形係数Ｅo(kＮ/㎡(kgf/cm2) α 

ボーリング孔内で測定した変形係数 ４ 

供試体の一軸または三軸圧縮試験から求めた変形係数 ４ 

標準貫入試験のＮ値よりＥo＝2,800Ｎ(28Ｎ)で求めた変形係数 １ 

 

 

………………………………（５－５－13） 

 

このとき用いる杭の断面二次モーメントは 図５－５－９のように、 フラ

ンジに直角に水平荷重が作用する場合は強軸方向の断面二次モーメント(Iy)

を、ウェブに直角に作用する場合は弱軸方向の断面二次モーメント(Iz)を用

いることに注意しなければならない。 
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図５－５－９ Ｈ形鋼杭と荷重方向 

 

やむを得ず綾構を設けない場合は､杭頭の回転を拘束されない杭とし式（５

－５－14 ） により杭に発生する曲げモーメントを求めるとともに、 式 （５

－５－15 ） により杭頭の変位を求め、桟橋の変位についての検討も行う必

要がある。 

 

 

…………………………………………………………（５－５－14） 

 

                      ………………………（５－５－15）  

 

 (3) 部材断面の検討 

仮桟橋に用いる支持杭は、鉛直荷重による軸力と水平荷重によるモーメン

トが同時に作用する部材として、「１－５(3) 軸方向圧縮と曲げモーメント

が同時に受ける部材」により設計することを原則とする。このときの座屈長

は、一般に橋軸直角方向が弱軸となるため、図５－５－10 の L１、L２のうち

大きい値とするが、桟橋高さが高い場合、橋軸方向の座屈が卓越することが

ある。このような場合は座屈長を L１＋ L２として橋軸方向（杭全体）の座屈

に対する照査も必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－５－10 杭の座屈長 
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５－16 橋台の設計 

橋台の設計については、現地の地形、地質環境の条件に適応した構造を選

択することが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


